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「インド人の従業員が、約束の時間によく遅れるんだよね」

取材で訪れたインドで、何度も聞いた言葉である。もちろん、きちんと

守るインド人の方々も多いが、日本人と比べると相対的に、ということで

あろう。しかし、これはインドに限ったことではない。「フランス人は」「中

国人は」「ブラジル人は」……というように、いろんな国で日本人から「時

間を守らない」という愚痴を耳にしてきた。あらためて俯瞰してみると、

時間を守る、ということにある種の情熱を傾ける日本人のほうが、特殊な

のではないか、とすら思えてくる。

そんな実感を持つのは、現地に入ればこそ、である。海外で現地人材を

マネジメントする日本人は、日々、そんな現地の洗礼を受けている。時間

――スケジュールや納期を守る、ということは、日本品質、日本らしさを

実現するための前提条件。それが当たり前になっている日本本社の常識と、

現地の現実との距離感は、決して小さくない。

近年、新興国の市場で、日本企業が韓国企業に負けている、とよくいわ

れる。日本企業の商品はハイスペックなものが多く、多くの国では機能が

過剰なのだそうだ。もっと現地のニーズに合う商品・サービスをスピーデ

ィに投入できるようにしなければ……と、グローバル市場の最前線で戦う

日本人たちは、現地化の緊急度の高さに直面している。

一方、日本の本社で、人事のグローバル化への対応のために、世界共通

の評価、育成、配置を行うべく、標準化・中央集権化を進めるべき、とい

う議論が活発な企業もある。

「現地化」と「標準化」。一見すると二律背反するこの2つの動きを、人

事はどうバランスさせていけばいいのか。韓国企業や欧米企業が、市場で

影響力を発揮するインド。そこで伸びる日系企業の取材を通じ、現地に委

ねることと、本社が握るべきことを明らかにしようと試みた。

入倉由理子（本誌編集部）

はじめに

“時間を守る”は、果たして常識か？
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「現地化」を
あらためて考える

現地化が進まない日本企業は、
新興市場で韓国、欧米企業に負けている

“現地化”と一言で言っても、事業や商品の現地化もあれば、組織の現地人化もあるし、

生産における調達の現地化もある。なぜ今、“現地化”といわれるのか。

そもそも現地化とは何か。本章では、それを解き明かしていく。

日本企業の新興国への進出状況を

見ると、中国に約２万社、タイに

7000社、マレーシアやベトナムにも

1000社以上、というように、中国と

ASEAN（東南アジア諸国連合）に

対してはかなり積極的に投資をして

いる。ほかの地域はどうか。インド

に約800社、アフリカ大陸で最も多

い南アフリカで約200社、ブラジル

に約400社と、中国、ASEANの“向

こう側”に進出する企業は多くない。

日本企業の海外進出の歴史を振り

返れば、これは合点がいく話だ。

1960年代以降、日本企業はコスト競

争力を武器に日本国内で作った商品

を欧米先進諸国に輸出することから

海外展開をスタートした。その後、

円高や国内の人件費アップがその主

たる原因となって、中国、ASEAN

諸国を中心に生産拠点を作るように

なった。生産拠点の移管という視点

でいえば、日本から地理的に近い中

国、ASEAN諸国は、人、モノのネ

ットワークが構築しやすく、利便性

が高かったというわけだ。

現地化の本質はトップの 
コミットメントの強さ

しかし、現在は状況が大きく変わ

った。日本をはじめ、先進諸国の経

済は低迷し、経済成長が目覚ましい

新興国を市場と見て、そこに生産拠

点ではなく、販売・マーケティング

拠点を築かなければならなくなって

いる。日本が中国、ASEAN市場を

掘り下げている間に、韓国や中国企

業、欧米企業はインド、アフリカ、

南米諸国で市場を押さえようとして

いる。中国や欧米企業は、確かに日

本と比べて地の利はある。しかし、

韓国企業は日本とほぼ同じ、アジア

の東端にある。その優勢は、地の利

によるものではないのである。

新興国の市場で成功している欧米

や韓国企業の多くは、現地のニーズ

に合った商品・サービスの提供によ

って、現地の市場に深く入り込んで

いるといわれる。テレビ、エアコン

など家電製品のスペックを下げ、低

価格品を投入する。インフラが未整

備で停電が多いところでも使えるラ

ンタンを開発する。最近、注目され

るベース・オブ・ピラミッド（BOP）

を対象に、携帯電話を使った決済サ

ービスを提供する……。これらは現

地の声を聞き、それを真摯に商品・

サービスに反映しなければ実現でき

ないビジネスだ。韓国のサムスン電

子が地域専門員として世界に人材を

派遣して、市場に参入していくこと

は有名である。

しかし、開発経済を研究し、イン



6 D E C  2 0 1 1  - - - -  J A N  2 0 1 2 7D E C  2 0 1 1  - - - -  J A N  2 0 1 2

「現地化」をあらためて考える

国際基督教大学
教養学部上級准教授

近藤正規 氏

Kondo Masanori_東京大学経済学部卒
業。1997年スタンフォード大学大学
院博士課程修了。アジア開発銀行、世
界銀行勤務を経て、2003 年より国際
基督教大学国際関係学科准教授に。イ
ンド経済研究所客員研究員を兼務。日
印21 世紀賢人委員会委員、日印共同
研究会委員、日印協会理事を歴任。東
京大学教養学部非常勤講師、2007年
より現職。2011年4月より、米国・ハ
ーバード大学客員研究員。

ドなど新興国の企業の動きに詳しい

国際基督教大学教養学部上級准教

授・近藤正規氏は、「現地化を実現

するための本質は、それだけではな

い」と指摘する。「日本企業と欧米・

韓国企業との大きな差は、トップの

コミットメントの強さ」（近藤氏）

だというのだ。

トップがいかに思い切った 
権限委譲をするか

「現地化の要諦は、現地への権限委

譲がどれだけ進んでいるか、という

ことです。逆説的に聞こえるかもし

れませんが、トップが海外展開にコ

ミットすればするほど、権限委譲は

進むのです。たとえば、トップがア

ジアにコミットしていれば、現地法

人の社長に経験豊富で能力が高く、

信頼の厚い人材を持ってくる。そこ

にしかるべき人がいれば、権限委譲

される土壌ができ、現地法人の社長

が判断できる範囲が大きくなります。

権限が委譲されていなければ、ある

いは権限が小さければ、何でも本社

にお伺いを立てることになる。意思

決定のスピードが、必然的に違って

きます」（近藤氏）

韓国のLG電子の例を出して、近

藤氏は説明する。インドにその企業

が進出するとき、本社トップと現地

法人の韓国人の社長はいくつかの約

束事を交わしたという。現地法人社

長の決定権限、インドの現地人材に

任していい領域を拡大すること。そ

して、そこで生じる“イレギュラー”

を本社トップが認めること。これら

によって、その会社はインドで大き

く成長した。

現地の厳しさは現地に 
いなければわからない

トップのコミットメントを前提と

して置いたとき、この話にはほかに

も学びがある。現地化にあたって、

その国の事情によって起こりうるイ

レギュラーをどれだけ認められるか、

という点である。商品のスペックを

下げる、優秀な人材に高額な報酬を

払う、といったイレギュラーに対し、

本社の基準に照らして“NO”と言

ってしまえば、現地の顧客や働く人

材の心は離れ、その地での事業が失

敗に終わる可能性すら出てくる。

しかし、だからといってすべてイ

レギュラーとして認めていいわけで

はないだろう。新興国では、工場の

土地取得、事業の入札時に賄賂を求

められた、などという話もよく聞く。

もちろん、コンプライアンスは順守

しなければならない。「しかし、コ

ンプライアンスを盾にして、ビジネ

スがうまくいかない言い訳にしてい

る企業があるのも事実」（近藤氏）

という見方もある。コンプライアン

スを順守しながらも、何か突破口は

ないか、あるいはそれ以前に何か意

味のないルールを本社で設けていな

いかを再度見直すことも必要だろう。

「中国やインドで“OKY”という

言葉を聞いたことがあります。本社

からあれこれ言われたときに、現地

法人の人々が本社に対して、“お前

が（O）来て（K）やってみろ（Y）”

と。現地の動きも、現地の厳しさも、

現地にいなければわからない、とい

うことです」（近藤氏）

現地のニーズに合わせた商品・サ

ービスの開発。それを実現するため

の、トップのコミットメントと現地

への権限委譲。ここに、日本が新興

市場で勝つカギがありそうだ。
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なぜ、日本企業は商品の現地化が

苦手なのか。デザインを中心とした

マーケティングや文化論を活動領域

とする安西洋之氏は、「1950年代、

1960年代はしきりに“現地化”とい

われ、日本企業はそれが苦手ではな

かったと思います」と話す。

安西氏によれば、日本企業の現地

化の歴史はこうだ。1950年代、1960

年代、日本企業は欧米を市場として、

輸出という形で海外進出を果たした。

商品が安いことが日本企業の武器だ

った時代である。当時の現地化とは、

市場を取るにあたって、言語や法規

制をクリアすることや、輸出先の国

のユーザーの身体に合わせてモノを

作る、というような人間工学的な観

点での調整を意味した。

その後、1970年代になると、コス

ト競争力をより高めることを目的に、

生産拠点としての海外進出が盛んに

なり、生産拠点を円滑に運営するた

めの人事や経営の現地化が進んだ。

このころから日本製品の品質への評

価が高まり、1980年代後半以降、特

に1990年代には「日本製品は高品質、

高機能、多機能、高付加価値である」

という認識が定着した。「この1980

年代から1990年代、同時に起こった

ことは、“文化立国・日本”の推進

でした。文化庁が中心になった動き

でしたが、日本の文化性のあるもの

を大切にしようという議論が、日本

のモノサシで作られた商品を外に出

していこう、という機運につながっ

たと思います。自分たちの価値体系

を世の中に普及させることが大切。

こうした考え方が多くの企業に浸透

し、現地化という言葉が使いづらく

なったのだと思います」（安西氏）

日本の伝統を守ろうとする 
ばかりにチャンスを失う

寿司という文化を例に取れば、そ

れはよくわかる。世界のあちこちで

多くの寿司店を目にするが、そのう

ちのかなりの割合が中国や韓国を中

心とした他国の資本であることをご

存じだろうか。海外に行けば当然獲

れる魚が違うからネタは変わるし、

日本の米は高いので、中国やカリフ

ォルニアの米を使うことになる。

「そうしたことに対して、日本人は

許容範囲がとても狭い。“日本の正

統な寿司ではない”とこだわるため

に、ビジネスチャンスを失っている

わけです」（安西氏）

さらに、現地化はより難しくなっ

ている。情報革命によって、私たち

はさまざまな情報デバイスに囲まれ

て暮らすようになった。それに伴い、

認知科学的な側面からの現地化が必

要になってきたのである。

「カーナビを例に取りましょう。住

所を通り名で認識する欧米と、町名

“本社”と“地域”のギャップを
理解することが現地化の原点

TETSUTARO DESIGN
デザインディレクター
／プロダクトデザイナー

中林鉄太郎 氏（左）

Nakabayashi Tetsutaro_桑沢デザイン研究
所卒業後、黒川雅之建築設計事務所に入社し、
プロダクトデザインを担当。1997年、テツ
タロウデザインを開設。文具、日用雑貨から
住宅設備機器などのデザイン、中小企業への
デザインディレクションも行う。日本大学芸
術学部デザイン学科非常勤講師。

モバイルクルーズ代表取締役
ビジネスプランナー

安西洋之 氏（右）

Anzai Hiroyuki_上智大学文学部仏文科卒業。
日本の自動車メーカーに勤務後、イタリアで
ビジネスプランナーとして独立。現在、ミラ
ノ在住。デザインを中心に、さまざまな分野
のマーケティングや文化論などを活動領域と
する。著書に『「マルちゃん」はなぜメキシ
コの国民食になったのか？』（日経BP社、中
林鉄太郎氏との共著）などがある。
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で認識する日本では、自ずとそのイ

ンターフェイスは変わってくる。そ

して、それはソフトウェアの構造に

も影響を与えます。人の考え方の傾

向まで理解しないと、現地化ができ

ない。そんな商品が増えてきたので

す」（安西氏）

日本企業が今、直面している問題

は、先進国とはまったく異なるコス

ト構造やニーズを持つ新興国での現

地化の方法がわからず、彼らの期待

に応えられないことだ。

プロダクトデザイナー中林鉄太郎

氏は、「もし、日本人が寿司を真剣

に海外で売っていこうとしたならば、

現地のストライクゾーンに入る寿司

のプロトタイプを作って、それを海

外の見本市でプレゼンテーションし、

フィードバックをもらって試行錯誤

する、ということができたのではな

いでしょうか」と話す。

しかし、そうはならなかったので

ある。

地域を超えて人やモノが 
動くことで現地化は起こる

あらためて、現地化とは何かを聞

いてみた。

「現地化とは、そもそも、地域を超

えて人やモノが動くことによって起

こります」と安西氏は言う。寿司の

話でいえば、日本国内で食べられて

いるうちは、江戸前と上方の違いは

ありつつも、大きな現地化は必要な

かった。それが海を越えると、獲れ

る魚が変わり、日本の米や酢が手に

入りにくくなる。さらに、生ものを

食べない、脂の多い食べ物を好むな

ど、食の好みも大きく違ってくる。

「つまり、もともとの“製品文化”

と“地域文化”に差異が出てきます。

このギャップを埋めていくことが現

地化です。従来の文化圏から移動す

るからこそ、現地化が必要になると

いうわけです（上図）」（安西氏）

そう考えると、現地化とはとても

シンプルである。しかしながら、そ

の製品文化と地域文化のギャップを

見つけることは、そう容易ではない。

日本の陶器を例に取ろう。日本の

伝統的な陶器は美しいものが多い。

西洋の器に比べると、形のバリエー

ションが多く、釉
ゆう

薬
やく

の妙によって、

驚くほど多様な色彩が生まれる。数

百年も前から、西洋の人々をも魅了

してきたことは事実だが、あくまで

それは“飾り”としてである。よほ

どのマニアでなければ、日常生活の

なかには取り入れない。「その理由

は、その社会、生活が持つコンテク

ストがまったく異なるから」だと安

西氏は指摘する。

「なぜ、日本の器を使わないのか。

それは、そもそも彼らと、部屋、テ

ーブルなどあらゆるもののサイズが

異なるからです」（安西氏）

では、サイズを合わせたとしよう。

それは人間工学的に見て、西洋人に

製品文化と地域文化のギャップを埋めるのが「現地化」

1つの地域で商品が生まれ、そこで提
供されている限りは、製品文化と地域
文化は一致している。商品が地域の外
で売られたり、人が異なる地域に商品
を持ち込むことで、製品文化と地域文
化にギャップが生じる。製造業以外の
商品、サービスでも同様だ。

出典：『「マルちゃん」はなぜメキシコの国
民食になったのか？』（安西洋之、中林鉄
太郎共著、日経BP社）。一部編集部が改変

地域文化
地域文化
製品文化

製品文化

国内市場

もともと一致していた
製品文化と地域文化が……

海外市場

人とモノの移動によりギャップが生じた。
それを埋めるのが「現地化」

現地化の対象
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合わせてサイズを変えることに似て

いる。しかし、その文化に流れるコ

ンテクストはもっと複雑である。

「料理のテイストもかかわってきま

す。たとえば、中華の器に盛ったフ

ランス料理がおいしそうに見えるか、

ということです。さらに、箸で食べ

る習慣とナイフ、フォークで食べる

習慣の違いもある。そうした食文化、

食習慣をすべて理解しなければ、日

常生活で使用するような和食器をカ

スタマイズして、異文化圏に輸出す

ることはできないのです」（安西氏）

地域文化が持つ3つの 
レイヤーを理解する

では、どのようにして地域文化が

持つコンテクストを理解していくの

か。「地域文化には、３つのレイヤ

ーがある」と安西氏は説明する。下

の図を見てほしい。

いちばん下のレイヤーが、「風土」

だ。ここには、その地域の気候や地

形などが入る。その上には「民俗」

のレイヤーがあり、風土によって影

響を受ける精神的な傾向や習慣、そ

の土地で育まれた言語などが入る。

伝統的な行事に使用されるモノや食

事などは、このレイヤーに属する。

そして、最も上のレイヤーが「ライ

フスタイル」であり、現代の人々の

価値観や生活様式はここに入る。

「現地化が必要とされる商品・サー

ビスは上層のライフスタイルに含ま

れるものですが、伝統、気温、湿度

といった中層、低層が、製品のあり

方に影響を与え、現地化の対象とな

ることも多くあります」（安西氏）

本社は現地の言葉に 
耳を傾けるべき

ここまでの商品・サービスの現地

化の話を、企業の現地化の問題とし

てとらえ直すと、どうなるだろうか。

まず、商品・サービスを現地化し

ていくには、地域文化を低層から最

も上のレベルまで理解することが前

提であるとするならば、前項の議論

のように、現地への権限委譲を進め

ることを考えなければならない。日

本企業が文化のまったく異なる地域

に出て行ったとき、つまり“土地勘”

のない人が落下傘で急に降り立った

ところで、方向を認識することすら

難しい。その地域の文化を理解して

いる現地人材の活用を進めなければ

ならないし、本社と現地法人の関係

でいうならば、本社は現地の言葉に

耳を傾けるべきであろう。

そして、“製品文化”を“本社”に、

“地域文化”を“現地法人”に置き

換えて考える、ということもできる。

企業が海外に拠点を持つということ

は、企業が異なる文化圏に移動する

ということだ。

もし、本社の人事制度や評価制度、

福利厚生などをグローバル標準とし

て、現地法人に適用したらどうなる

だろうか。地域文化を構成する“風

土”“民俗”“ライフスタイル”とい

う３層で考えると、そこに大きなギ

ャップが生まれることは容易に想像

がつく。

日中の暑い時間を避けて働くため

に、“シエスタ”の習慣が根強く残

る地域もある。宗教や文化によって、

どの時期に長期休暇を取るのかも変

わる。個人主義の色合いがどれだけ

強いか。その背景にもその地域が歩

んできた歴史がある。モチベーショ

ンはどう生まれるか。個人差はあっ

ても、その地域の人のライフスタイ

ルの傾向が、多分に影響することは

間違いない。社会のコンテクストを

理解して、本社が持つ制度や仕組み

とどのようなギャップが生まれうる

気候や地形が文化のベースを作る。その上に、
言葉に代表される伝統文化の中間レイヤーが
あり、これらの上に現代の生活がある。

出典：『「マルちゃん」はなぜメキシコの国
民食になったのか？』（安西洋之、中林鉄
太郎共著、日経BP社）。一部編集部が改変

地域文化は3つのレイヤーに分けて理解する

ライフスタイル

民俗

風土

現代のモノとコト

言葉／伝統行事

気候／地形
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「現地化」をあらためて考える

のかを明らかにしなければ、組織の

現地化は進まない。現地の言葉に耳

を傾けるという意味では、商品やサ

ービスの現地化と同様であろう。

本社に何を残すのか 
本社は何を握るのか

では、本社は現地に完全に任せ、

現地を放任すればいいのか、という

話になる。それは、決してそうでは

ない。ギャップが見えてくれば、本

社が握っておくべきこと、共通化で

きること、つまり本社の円と現地法

人の円が一致する点が見えてくる。

「日本の会社は、すべてを完璧にし

てから市場に出したがるから、プロ

トタイピングが苦手」だと中林氏は

指摘する。プロトタイピングとは、

先の寿司の例にあったように、いっ

たん「こうしたほうがいいんじゃな

いか」というものを市場に出して、

そのフィードバックによって精度を

上げていく、という手法だ。

「日本のやり方をいったん取り下げ

る。それぐらいの思い切りは必要か

もしれません。それぞれの地域のや

り方を取り入れて、人、モノ、金が

うまく動いてパフォーマンスが出る

ためにはどうしたらいいのか。現地

の人と擦り合わせながら考えること

も必要なのだと思います」（中林氏）

本社に残すことを決めるには、ま

ず、本社の組織文化と現地法人の地

域文化で異なる部分はどこかを見る。

そのなかで、それほど変わらない部

分は共通化していいだろう。ギャッ

プがある部分に関しても、それがそ

の企業の価値観そのもの、あるいは

他企業との差異化要因なのであれば、

現地にすべて渡すのではなく、現地

法人を本社に近づけていく方法を模

索すべきである。

ローカルを無視した 
グローバルは機能しない

一方で、「はじめに」で述べたよ

うに、多くの企業がグローバル共通

の人事制度、人材育成の仕組みを取

り入れようと、検討を始めている。

「グローバルは、ローカルの集まり

である」と安西氏は言う。“グロー

バル”という言葉によって、一色に

塗りつぶされてしまうとその本質は

見えにくくなるが、実際には、グロ

ーバルのなかにはたくさんのローカ

ルが詰まっている（上図）。

ローカルにはローカルのコンテク

ストがあって、そのコンテクストを

理解しなければ、製品が市場に受け

入れられないように、人事制度や人

材育成の仕組みも機能せず、結局は

その国の人たちが“ゴキゲン”に働

けない。すると、現地法人の事業は

成長していかない可能性がある。そ

のように考えると、それぞれが持つ

地域のコンテクストを理解せずに、

グローバル標準ありきで一様の人事

制度、人材育成の仕組みを取り入れ

ることには、大きなリスクを感じざ

るを得ない。

新興国で成長する、あるいは成長

への軌道に乗ろうとする企業は、本

社が握るべきことを明確にしたうえ

で、地域のコンテクストに合わせた

現地化をしているのではないか。そ

して、そこでは思い切った権限委譲

がなされているのではないか。そん

な仮説を持って、私たちは新興国・

インドの日本企業を見に向かった。

「グローバル」を構成するのは、多
数の「ローカル」である。その基本
を見失うと、ローカルを無視したグ
ローバル標準を設定してしまいがち
になる。

グローバルは、ローカルの集まりである

グローバル ローカル=
出典：『「マルちゃん」はなぜメキシコの国
民食になったのか？』（安西洋之、中林鉄
太郎共著、日経BP社）。一部編集部が改変
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新興市場・インドで見た　
本社が握ること、
現法が任されること

インドの社会の複雑なコンテクストが
日系企業の進出を難しくしている

現地化にあたっては、その社会が持つコンテクストを理解することが重要――ここまで、そう述べてきた。

そして、これから日本企業が進出していこうとするのは、未知の新興国が多い。

宗教、文化、習慣が大きく異なる国々でどう現地化するのか。インドを事例に考えていく。

人口、約13億人と比べると少ない。

しかし、中国は一人っ子政策の影響

で人口増加のスピードが鈍化してお

り、2025年にはインドが14億人近く

に達して世界１位になるといわれて

いる。加えて、現在、人口の約半分

が27歳以下。その豊富な労働力と消

費力への期待が高まっている。

ここでは、現地化を進めるにあた

って、いかにインドという国のコン

テクストが複雑か、その概略を10ペ

ージで示した地域文化を理解する３

層、“風土”“民俗”“ライフスタイル”

という視点で整理してみた。

風土、民俗、ライフスタイル 
の3層で地域を見る

まず、“風土（地形、気候など）”

である。国土は日本の約９倍。国土

が広いためにヒマラヤの麓の比較的

冷涼な気候から、最南端の赤道近く

の熱帯まで、一様にはとらえにくい。

そして、この国土の大きさは、そ

の上の層“民俗（言葉、伝統行事な

ど）”にも大きな影響を与えている。

公用語はヒンディー語で、準公用語

を英語とするが、ほかにも21の言語

が公認されている。その背景には、

ドラヴィダ系、アーリア系、モンゴ

ル系などさまざまな人種や多様な民

族の存在がある。日本の同一性、同

質性とはまったくの対極にある、と

いうわけだ。

それらは宗教、文化、習慣の多様

性にもつながっている。特に宗教は

インドの人々を理解するのに欠かせ

ない。身近な例ではヒンドゥー教徒

2011年の在インド日本大使館調べ

によれば、インドに進出している日

系企業は約812社。中国に進出する

企業は２万社以上、タイが約7000社

といわれている。ベトナム、マレー

シアも1000社は超えており、国の規

模から見ると、インドのその少なさ

は際立つ。

「日本企業の途上国、新興国への進

出は、生産拠点としてがメインでし

た。インドは地理的に日本から遠く、

サプライチェーンを築きにくいとい

う理由が大きかったのだと思いま

す」と、JETRO海外調査部アジア・

大洋州課の河野敬氏は説明する。

しかし今、インドへの注目度が上

がっている理由は、生産拠点として

ではなく、その市場の成長性である。

インドの人口は約12億人。中国の
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新興市場・インドで見た　本社が握ること、現法が任されること

日本貿易振興機構（JETRO）
海外調査部　アジア・大洋州課

河野 敬 氏

Kawano Takashi_1999年日本貿易
振興会（現日本貿易振興機構）入会。
香川貿易情報センターなどを経て、
2006年ジェトロ・ニューデリー・
センターに調査担当として赴任。
2011年に帰国後、現職（南西アジ
ア担当）。共著に『世界の消費市場
を読む』（2010年、ジェトロ）がある。

お金は微々たるものでも、その数が

数億人になれば、ビジネス上では巨

大なインパクトを生む。企業として

の利益と、BOP層の生活の向上。こ

の２つを両立させる戦略的CSRを実

践する企業も、数多く出てきた。

ほかにも、保護主義政策など企業

が取り引きするうえで障壁は多い。

「米国と並ぶ慢性的な貿易赤字国か

つ農業国であるインドは、輸出入に

関して厳しい措置を取ることが多い

です。頻発するアンチ・ダンピング

税（＊）や強制規格の導入などは、外

からビジネスをすることを難しくし

ます」（河野氏）

この理由について、「17世紀以降、

ヨーロッパの列強の支配・搾取を受

けてきた歴史から、第二次世界大戦

後、独立後は国内産業や国産品を育

てていこうとしてきたからではない

でしょうか」と河野氏は分析する。

次ページ以降に登場する日系企業

は牛を、イスラム教徒は豚を食べな

い。肉や魚を一切食べない宗教もあ

る。これを無視しては、彼らのマネ

ジメントはうまくいかない。

最も上位層にある“ライフスタイ

ル（現代のモノとコト）”も、広大

さと多様性と無縁ではない。

人種、民族などによって、インド

は28の州と６の連邦直轄地に分かれ、

分権の進んだ連邦制となっている。

中央政府以外にもそれぞれが独立し

た法律、税制を持ち、一朝一夕には

理解が難しい。広大な国土に都市が

点在するインドにおいては、「未整

備な物流インフラや税制が、工場の

サプライチェーンや商品の流通網の

構築を阻んできた」（河野氏）という。

社会の多層構造や保護主義 
政策によってより複雑に

さらに、社会の多層構造も大きな

特徴である。国民が“一億総中流”

という意識を長く持ってきた日本と

は、社会のコンテクストが大きく異

なる。しかし今、中間層は数を増や

している。「1990年代半ばまでは人

口のたった２％しかいなかった年収

20万ルピー（32万円程度）の層が、

2015年には20％以上に、2025年には

50％近くになるのではないか、と予

測されています」（河野氏）。韓国企

業、欧米企業がメーカーを中心に進

出し、中間層をターゲットとした市

場で高いシェアを取っているという

話は、既に述べた通りである。

また、数億人以上も存在するベー

ス・オブ・ピラミッド（BOP）と

いわれる貧困層にも、世界の注目が

集まっている。一人ひとりが支払う

は、こうした環境のなかで事業を展

開し、一定の成果をあげている企業

である。それぞれの企業には、それ

ぞれのインド戦略がある。

「他のアジアと異なり、インドでは

はじめから内需を狙った事業展開が

日系企業の主流です。最近ではイン

ドの向こう側、中東やアフリカ、ヨ

ーロッパの市場に展開するために、

インド拠点の拡充や人材育成をする

企業も出てきました」（河野氏）

それぞれの戦略を実現するにあた

り、インドの社会が持つコンテクス

トに沿って、どう現地化を進めてい

るのか。そんな視点で在インドの日

系企業の事例をご一読いただきたい。

また、インドのコンテクストへの理

解を深めるために、“買い物事情”“富

裕層”“伝統”“大学”など、その多

様性や多層構造、“インドの今”を

取材してきたページも参考にしてい

ただきたいと思う。

（＊）アンチ・ダンピング税：世界貿易機関（WTO）が認める貿易救済措置の1つ。他国が不当に安い
価格（不当廉売）で輸出した場合、輸入国政府が国内産業を保護するために関税を課すことができる。



理事、人事・総務部部長

アジット M. ケドカール氏

人事・総務部部長代行

G.T.クダルカール氏

グローバルな人材交流のなかで、
グローバル品質をインドに移管

TOYO ENGINEERING INDIA LTD

東洋エンジニアリング
“コストセンター”から“プロフィットセンター”へ

東洋エンジニアリングは、千葉県習志野
市に本社を置くプラントエンジニアリン
グ会社だ。1961年創業。現在17カ国に
展開し、インド、マレーシア、中国、韓
国の現地法人はその主軸となっている。
なかでもムンバイにあるインド法人・東
洋インディアは進出から35年と歴史は
古く、従業員は日本本社の1500人を上
回る2000人規模だ。インドにおいては、
石油精製、石油化学プラントを中心に好
調な受注を続ける。その事業と組織戦略
は、徹底した現地化。従業員にとっても

“日本の会社”というよりは、既に“イ
ンターナショナルカンパニー”という位
置付けだ。

東洋エンジニアリングインディア
ゼネラル・マネジャー

高橋憲弘氏

新卒で入社後、人事、経理を担当。
その後、ブラジルのプロジェクトジ
ョイントベンチャーの立ち上げに携
わり、帰国後は営業に。出張ベース
でインドを担当していたが、東洋イ
ンディアの規模拡大に伴い、2009
年よりムンバイ本社に駐在している。
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新興市場・インドで見た　本社が握ること、現法が任されること

詳細設計の“下請け”から 
プロジェクトの主体者へ

同社がインドに進出したのは、

1976年。「当初の規模は30人程度と

小さなものでした」と、ゼネラル・

マネジャーとして駐在する高橋憲弘

氏は説明する。そして、1990年代以

降には詳細設計の“下請け”を事業

の柱に、エンジニアを中心に従業員

の数を1200名へと急速に増やした。

「プラントの大枠を決める基本設計

は、高い技術力を要します。その後

の詳細設計はそれほど難しくはない

ものの、時間と手間がかかる。これ

を人件費の高い日本人が日本でやっ

ていたら見合わない。そこでコスト

競争力を高めるために、インド法人

に世界の各拠点から詳細設計を委託

するようになったのです」（高橋氏）

2000年代半ば、再び転機が訪れた。

長く続く日本の低成長は、同社の収

益にも影響を及ぼした。“Global 

Toyo”として、全社のグローバル

戦略を再定義し、各拠点の位置付け

を明確にしたのが2006年のことだっ

た（詳細は17ページ）。

「インド法人は、主に詳細設計を担

うコストセンターから、プロジェク

トの事業主体者となるプロフィット

センターとしての役割が大きくなり

ました。インド独自で受注から据え

付けまでを行います。ただし、単独

で請け負うのは国内の200億円程度

のプロジェクトまで。それ以上は、

日本との共同プロジェクトという形

で事業に参加します。それらを合わ

せ、現在、年間売上150億円の規模

まで成長しました」（高橋氏）

日本のやり方を押し付けない 
インド人の理屈を考慮

従業員数は現在、約2000人。日本

からの駐在は、高橋氏とインド法人

社長・大曽根恒氏のみ。「プロジェ

クトベースの長期出張者はいる」（高

橋氏）というが、基本的に日本人は

２名。現地化は徹底されている。

「日本人はあくまで、日本本社とイ

ンド法人のコーディネーター」（高

橋氏）であり、日本とインドの文化・

習慣の違いや言語的障壁で伝わりに

くいことを“翻訳”するのが１つの

役割だ。「私が以前ブラジルで現地

法人を立ち上げたときには、本社側

に立って、本社のやり方を現地に半

ば押し付けて失敗してしまいまし

た」と振り返る。その反省もあって、

現在は「常に日本人が正しい」とい

うスタンスでは臨んでいない。

インド人には、インド人の理屈が

ある。たとえば、仕事の優先順位。

多くのインド人にとって家族は何よ

りも大事だ。宗教的なお祭りには、

親戚が一堂に会する。「差し迫った

仕事があるとき、日本であれば“何

がお祭りだ”と言えます。しかしこ

ちらでは、仕事よりも家族を優先さ

せるのは当たり前のこと。それを理

解しなければなりません」（高橋氏）

「従業員にとっても、日本の会社と

いう意識は薄い」と、人事・総務部

部長代行のG.T.クダルカール氏は話

す。同社にはもともと独自の人事制

度や人材育成の仕組みがあった。そ

れをさらに、2006年から、インドの

企業をともに回って制度を調査する

など、日本本社が支援して、現地人

　私は、日本人とインド人は本質的

にそう変わらないと思います。イン

ド人の大きなモチベーション要因は

「クオリティ・オブ・ワーク」（仕事

の質）。当社では、顧客、プロジェ

クトの種類や、設計、プロジェクト

マネジャーなど職務内容のバリエー

ションが豊富で、多様な仕事を従業

員に提供できる。当社で多くの経験

を積めるように、人事が現場ととも

に個々の仕事のアサインを考慮して

います。実績を出した人材には、先

の昇格を含めたキャリアパスも示し

ています。こうした制度や仕組みに

よって、雇用とキャリアアップを約

束し、従業員が安心して働ける場と

なっています。

多様な仕事機会が従業員の
モチベーションに

G.T. クダルカール氏

　トレーニングシステムは、グロー

バルで共通のフレームがあります。

しかし、インド人に特に足りない部

分は、特別にプログラムを組んで補

強しなければなりません。たとえば、

インド人は平均年齢が若いこともあ

って、リーダー人材が不足しがち。

リーダーシップ開発に注力していま

す。また、時間を守る観念は日本人

と比べるとどうしても低い。スケジ

ュールを守るという基本的な“品質”

を担保するために、タイムマネジメ

ントプログラムもあります。インド

人は、自らの価値を上げることに熱

心ですから、学ぶ姿勢は高く、優秀

な人材が育っていると思います。

インド人に足りない部分を
独自のプログラムで補強

アジット M. ケドカール氏

人と組織の現地化インドにおける事業と戦略
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材がより魅力的だと思える人事、育

成の仕組みにカスタマイズした。こ

の人事施策が、現地人材をモチベー

トしているのは、左のマンダー A. 

リスブッド氏の話からもうかがえる。

グローバル基準の品質を 
インドでも実現

そのなかに、日本および世界で培

ってきたサービスの品質を移管する

ための人材育成の仕組みがある。１

つが、研修およびプロジェクトベー

スでの現地人材の日本への派遣だ。

「研修では、平均して年に５、６人

程度。日本本社のプロジェクトへの

参加を含めれば、年間数十人のエン

ジニアやマネジャーが日本で仕事を

する機会があります」（高橋氏）

また、日本人のエンジニアやマネ

ジャーが定期的にインドを訪問し、

レクチャーすることもある。これら

はインドと日本の間だけでなく、韓

国や米国など、他国の拠点の人材も

含めたグローバルな人材交流の場と

なっている。さらには、テレビ会議

システムを使って、日本、インド、

そして他国の拠点を結び現場レベル

でミーティングを開くことも、同社

では日常の光景である。「詳細なフ

レームに則った、高い品質を実現す

るためのグローバル共通のエンジニ

アリングやプロジェクトマネジメン

トのシステムを学んだ」と、シニア・

エンジニアのヘモント・イケ氏は言

う。“日本品質”を超えた“グロー

バル品質”を学べる環境に、現地人

材は価値を感じているのである。

　新卒で当社に入社しました。教育

機会や多様なプロジェクトで幅広い

経験を積め、会社とともに成長して

いけると考えたからです。

　日本で1年間働いた経験は、特に

勉強になりました。中東の巨大プロ

ジェクトで、日本人、韓国人、米国

人などもともに働くグローバルな環

境でした。そのなかで、全員が一定

のフレームとスケジュールに則って

仕事を進め、高い品質を達成してい

く仕事のスタイルを学べたことは、

とてもいい機会でした。そして、経

験が浅い私をチームの一員として受

け入れてくれたのもうれしかった。

国を超えて“ファミリー”のような

感覚を抱きました。

グローバルな環境で高い
品質を守るスタイルを学ぶ

シニア・エンジニア

ヘマント・イケ氏

　当社の魅力は、設計から施工、据

え付けまで一貫して担い、そのプロ

セスすべてに高い技術を持っている

こと。ここで学ぶことで、技術者と

して大きく成長できる可能性があり

ます。

　2年間、日本で仕事をした経験の

なかで実感したことは、日本本社も、

インドもブラジルも、すべてが同じ

ガイドラインのもとで動いていると

いうこと。それは、東洋エンジニア

リングが世界各国の競合としのぎを

削り、プラントエンジニアリングの

品質をグローバルで通用するレベル

まで高めてきた結果なのだと思いま

す。多様な人のなかで多様な価値観

に触れられたこともいい経験でした。

技術者として大きく成長
できる可能性がここにある

アシスタント・マネジャー

マンダール A. リスブッド氏

本社と現地法人の関係

●インド国内のプロジ
ェクトの主体者
●詳細設計のサブコン
トラクター

現地法人の役割

●全社のグローバル戦略
●大規模グローバルプロ
ジェクトの主体者

本社の役割

●現地人材の価値観・モチベーションを意
識した人事・評価・育成制度の企画、実行
●トップ以外のマネジメント層の現地人化
●国内ビジネスのオペレーション全般

現地化の対象

●プラントエンジニアリングの技術
●一定のフレーム、スケジュールに
則って動く仕事のスタイル、進め方
●エンジニアの評価、育成
●グローバル共通研修・人材交流

本社と共通化されている部分

プラントエンジニアリングの品質は、世界標準として本
社が握る。それを移管しながらも、世界で優秀な人材を
育てるために、人事施策はその国で働く人材の価値観に
合わせ、独自の制度や仕組みでモチベートしている。

出典：東洋エンジニアリングへのインタビューにより、編集部が作成

本社が目指すこと
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新興市場・インドで見た　本社が握ること、現法が任されること

本社の戦略、本社の姿勢

2006年に、海外拠点の基軸と

なるインド、韓国、マレーシア、

中国において、単独でプロジェク

トを実行するプロフィットセンタ

ーとしての役割を強化すべく、本

社とそれぞれの拠点の位置付けを

再定義しました。“Global Toyo”

としての再出発でした。しかし、

私たちには強い本社がすべてコン

トロールする、あるいは人事制度

をすべて標準化するという発想は

ありません。海外拠点それぞれが

優秀な人材を育て、それによって

事業が成長する。日本本社はそれ

を支援する役割を担うべき、と考

え、それを実現するためのグロー

バルでの人事施策を策定しました

（下図）。

基本的に、各拠点独自の人事制

度を大切にしています。給与水準

も異なりますし、その地で働く人

の価値観を反映すべきだからです。

しかし、インド法人の場合、現地

で作った人事制度とはいえ、現地

の人々が成長し、意欲高く働く制

度とはいえませんでした。独自で

動くプロジェクトが増えれば、現

地人材にもより自律的に動いても

らわなければなりません。そこで

インド法人の人事とともに、他の

インド企業の人事制度も調査し、

評価や育成制度を再設計したのが

現在の形です。

そのうえで、グローバルで共通

化できる部分はしていきます。現

在進めているのは、エンジニアの

グローバルリソースマネジメント
室長

佐藤研司氏

海外拠点それぞれが優秀な人材を育て、
その先にグローバルな人材活用がある

現地法人の人事は基本的に現地
に任せているが、人事部長会議
を定期的に開催したり、英語で
HR活動レポートを発行したり
と、本社は積極的に支援する。
グローバル全体での人材活用の
前に、まずは現地で活躍できる
人材を育てることを優先する。

出典：東洋エンジニアリングの資料
より抜粋、編集部が一部改変

評価、育成、研修です。ここには

若手人材の相互の人材交流も含ま

れます。

こうした施策によって世界全体

のエンジニアリングのレベルを引

き上げ、グループ全体の生産性の

向上を目指しています。将来的に

優秀な人材の層が厚くなり、その

情報がグループ全体で共有できた

ときには、拠点を超えた人材のグ

ローバルな活用も視野に入ってく

ると思います。

ローカルごとに優秀な人材を育てることを優先

インド 中国 韓国 マレー
シア　

日本

●共通の適性能力・資質の把握、共通の人材データベース作成
●共通の評価システム　●共通の採用・育成計画
●人材交流　●共通セミナー

グローバル共通のHRプラットフォームの整備

●各社ごとに企画立案
●各社ごとに人材採用、
育成、リテンション

●定期的にHR活動レ
ポート共有
●日本本社からの助
言・支援

日本本社の
HR制度

拠点ごとのローカルな
HR制度



ヴァイス・プレジデント

シヴァクマール N氏

完全な現地化のために、東芝の
誇りを持つ人材をいかに育てるか

Toshiba India Private Limited

東芝
事業の性質と戦略によって“2つの現地化”を推進
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東芝の源流は、1875年の機械製造事
業の創業にある。その後、電球製造事
業が合流し、1939年に東京芝浦電気
として、現在の東芝の礎ができた。創
業当時から綿々と受け継がれる理念は、

「世界の人々の生活・文化に貢献する
企業集団」であること。2001年に設
立された東芝インド社においても、国
を超えてその価値観を共有する組織を
作ろうとしている。現在、従業員数は
200人を超えて増加中。火力発電所や
都市開発から、テレビ、パソコン、家
電までを手掛け、その規模を拡大して
いる。インドにおける東芝グループは
全部で5社。その全体のガバナンスも
同社が担う。

東芝インド社
マネージング・ディレクター

浦井研二氏

1979年に東芝に入社後、一貫して
火力発電プロジェクトに携わり、世
界40カ国以上を回る。火力プラン
ト 事 業 部 事 業 部 長 な ど を 経 て 、
2010年4月より現職。



新興市場・インドで見た　本社が握ること、現法が任されること

事業のあり方の違いが 
現地化のあり方の違いを生む

東芝において、成長市場である新

興国での事業が存在感を増している。

「なかでもインドは、重点拠点の１

つです。事業の柱は、テレビ、パソ

コンを扱うデジタルプロダクツ事業、

火力発電所の製造やスマートコミュ

ニティーの開発、交通インフラの整

備などを手掛ける社会インフラ事業。

これに電子デバイス、家電を加えた

４領域を展開しています」と話すの

は、東芝インド社、マネージング・

ディレクターの浦井研二氏だ。

大きな枠組みでいえば、社会イン

フラ系の事業では、日本で開発した

先端技術をインドに移管している。

たとえば、火力発電所は一定の石炭

量に対する発電量である熱消費率を、

各国各社が激しく争う。東芝の技術

の粋を集めて、インド市場に挑む。

一方、デジタルプロダクツ系の事

業はどうか。先端技術をどう使って

競争するか、ということよりは、現

地に密着し、ニーズに合わせたロー

カルフィット商品を投入することに

力を注いでいる。

「液晶テレビは、『POWER TV』

というアジアの戦略商品をインドで

も発売し、シェアを伸ばしています。

これはインフラが脆弱な地域でも安

定して使えることを目的とした商品

です。パソコンもインドの未整備な

道を車や自転車で運ぶことを想定し、

振動への耐性を強めています」（浦

井氏）

この２つの事業のあり方の違いは、

現地化のあり方にも違いをもたらし

ている。「両方ともインドの価格で、

ということは大前提。火力発電所向

けの商品は、日本の品質を担保しな

がら価格を低減するために、調達や

製造を現地化しています。しかし、

テレビやパソコンは、現地のニーズ

に合わせようとする場合、現地調達

による低価格化を目指すというより

は、素材の選択や設計・デザインの

現地化や、販売網の設定の工夫が必

須です。つまり、現地化の意味合い

が違うのです」（浦井氏）

現地化で挑む市場の獲得と 
イノベーション

同社の従業員は、現在200人を超

えて増加中。そのうち、日本人の駐

在員は13人で、浦井氏のほかはゼネ

ラル・マネジャーかゼネラル・マネ

ジャー代理というポストに就く。「職

務内容は、理想的には日本本社との

潤滑油」（浦井氏）だというが、会

社の歴史が浅く、すべてを現地人材

　東芝に入社したのは2007年です

が、前々職で東芝がまだ駐在員事務

所だったときから、取引先として付

き合いがありました。日本の会社と

しては珍しく、“Yes”“No”をハッ

キリ言い、そこにウソがない。そん

な“正直”なスタンスに魅力を感じ

ていました。

 “正直”であることは、私にとって

とても大切なことです。その価値観

が会社と一致しているので、その価

値観を守って仕事をしていることが、

私を高く評価してくれることにもつ

ながっていると思います。

　問題を感じることは、本社の意思

決定が遅いことです。インドの市場

はダイナミックで、刻々と変化しま

す。競合はそれに素早く反応します

から、市場の変化についていくため

には競合と同じスピードで対応しな

ければならないのに、そうしたくて

も、本社の決定に時間がかかること

が往々にしてありました。

　しかし、それも現在では解消され

つつあります。インドのデジタルプ

ロダクツ事業を専任する組織を本社

に設け、そこにかなり権限が委譲さ

れたことで、意思決定が早くなされ

るようになりました。

　このように、時としてインドと日

本ではすれ違いが生じます。もっと

早く意思決定したいなど、本社への

要望もありますが、一方で東芝とし

て大切にしなければならないことも

理解できます。ですから、私が現場

から本社に上げるべきこと、本社の

意向のなかで現場に伝えるべきこと

を的確に判断する、フィルター的役

割を担わなければならないと思って

います。

本社とインド法人の
フィルター的役割を担う

シヴァクマール N氏
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シェアを伸ばす「POWER TV」。弱
い電波を増幅する機能、停電時にも
2時間は内蔵電池で動く機能など、
社会インフラが脆弱な地域でも使い
やすい機能が充実している。

インドにおける事業と戦略

人と組織の現地化



本社と現地法人の関係

東芝が培ってきた歴史や価値観、技術を現地に埋め込み
ながらも、インドという市場に合わせて低コストでの事
業展開が必須だ。社会インフラ系では調達や製造を、消
費財は商品コンセプト開発から販売までを、事業の性質
と戦略に合わせて異なる方法で現地化を進めている。

出典：東芝インド社へのインタビューにより、編集部が作成

●インド国内のプロジ
ェクトの推進、実行
●インド国内向け商品
の開発、販売

現地法人の役割

●全社のグローバル戦略
●大規模グローバルプロ
ジェクトの主体者

本社の役割

●現地人材の価値観に合わせた独自の人
事・評価・育成制度全般
●社会インフラ系においては、調達の現地
化、製造
●デジタルプロダクツ、家電は商品コンセ
プト開発・デザイン、販売網の構築

現地化の対象

●愛社精神、仕事の価値観
●各領域に関する先端技術

本社と共通化されている部分

に任せるには至っていない。テレビ

やパソコンの販売網の構築でいえば、

販売フローの大きな枠組みは日本人

が指揮を執り、インド人従業員が詳

細を決めて実際の運用にあたる。「商

品開発も、販売も、東芝の思想を基

本としたガバナンスを利かせなけれ

ばならない」（浦井氏）というのが、

その理由だ。

「既成概念を壊して、新しいものを

作り出す。このコンセプトは大切で

すが、100％壊すのは無理がありま

す。商品のなかにも、仕事の進め方

にも、東芝が大切にしてきた歴史や

文脈が埋め込まれています。そこを

失っては、東芝でなくなる。今まで

培ってきたことをインドに伝え、“イ

ンドカスタマイズ”の基盤を作るの

が、日本人の役割ですね」（浦井氏）

そんななかでも、インド人にすべ

てを任せる部分も出てきた。代表的

なのは、テレビやパソコンの、イン

ド市場のためのインド人によるデザ

インセンターの開設だ。

「素材の特性まで考慮しながら、意

匠デザインをインド人の目で検証し、

よりインド人のニーズにフィットし

た商品の開発に取り組んでもらいま

す」（浦井氏）

デザインセンターの意味合いは、

インド人の好みを商品に取り入れる

だけではない。商品をカスタマイズ

するほど、ロットは小さくなり、コ

ストがアップする、というジレンマ

がある。「インド人の目で見たとき

低価格でも価値を感じるデザイン、

設計をどう実現するのかという“二

律背反への挑戦”が、イノベーショ

ンを生む」と、浦井氏は考える。

東芝の製品を愛する気持ち、 
東芝としての誇り

しかし、そうやってインド人に権

限委譲を進めれば進めるほど、イン

ド人のハイポジションにいるマネジ

ャーは、自分でビジネスをコントロ

ールしたくなるはずだ。そのとき重

要なのは、「インド人をどう育てる

かに尽きる」（浦井氏）という。

「インドのために事業をするには、

エンドユーザーのニーズをくみ取る

ことが欠かせません。でも、それだ

けでいいのか、というとそうではあ

りません。たとえば、CO₂の問題。

石炭による火力発電が増えれば、

CO₂の排出量が大きく増える。ここ

は、たとえコストがアップしても、

東芝の環境に配慮する意識を大切に

しなければなりません。東芝の価値

観、東芝としての誇りを持った人材

をリーダーとして育てていかなけれ

ば、最終的にすべてを任せるには至

らないのだと思います」（浦井氏）

デジタルプロダクツ事業を主に担

当するヴァイス・プレジデントは、

インド人のシヴァクマール氏である。

日本本社と直接やり取りしながら、

インドにおけるR&D、マーケティ

ングに関する責任を負う。

「彼のように、東芝の価値観を理解

し、東芝の誇りを持つ人材を育てる

のは時間がかかります。しかし、自

分が携わる仕事が生活のなかで意味

を持ち、離れがたい感情を持っても

らい、優秀な人材に長く働いてもら

うことが、結局はインドの東芝を作

ることにつながるのです」（浦井氏）
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本社がゆずれないこと
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「インドは、紀元前から2011年までが同居して

いるんですよ」。これは今回、取材コーディネー

ターをお願いしたC.M.カプール氏の言葉である。

インドを訪れれば、すぐにそれは納得がいく。

街のなかには古いヒンドゥーやイスラムの寺院、

遺跡が目に付く一方で、19世紀から20世紀の植

民地時代に築かれたイギリス風の建物もあり、も

ちろん、ピカピカの高層ビルも多い。

それは“見た目”の問題にとどまらないから、

複雑だ。古くインド亜大陸にいたドラヴィダ人、

北からインドに南下してきたアーリア人など、多

人種が混在し、多民族の文化、習慣、言語が色濃

く残る。人々の顔にも、心にも、行動にも長い歴

史が埋め込まれている。一朝一夕には社会のコン

テクストは理解できない。それがインドである。

複雑な歴史を背景とした
多民族の文化、習慣、言語が残る

紀元前から2011年までが同居するインド

外資系企業が多くのオフィス
を構えるデリー近郊のグルガ
オン地区。高層ビルの間を8
車線もの広い道路が貫き、高
速道路の入り口にはETCが
設置されている。それでも、
そこを人力車が走り、時には
象や牛すら闊歩している。

ムンバイの中心部にあるチャトラパティ・シ
ヴァージー・ターミナス駅。ムンバイのコロ
ニアル建築の代表であり、世界遺産でもある。
写真右端に写っているのは、弁当の宅配ビジ
ネスとして有名になった“ダバワラ”だ。

ムンバイは、横浜と姉妹都市だ。海の脇を高速
道路が走り、美しい橋が印象的だ。一方で映画

『スラムドッグ$ミリオネア』の舞台となった
街でもあり、古いスラム街はまだ存在する。

インドの交通渋滞は、時間と場
所を問わず頻発する。たった数
キロ先に移動するだけでも、1
時間かかることすらある。経済
成長とともに車の数は加速度的
に増えているが、インフラ整備
が追いついていない。

デリーの街はニューデリー（新市街）とオールドデリー
（旧市街）がある。上の写真はオールドデリーだ。歴史
的建造物に混じって、小さな商店や問屋が軒を並べ、人
力車が走る。昭和30年代の日本のような風景が広がる。

官庁街から見えるインド門。首都・デリーの中心部は
道も広く、整然としている。街のそこかしこに深い森
のような緑が残る。木には神様が宿る。宗教が生きる
国、インドならではの発想を、カプール氏から聞いた。
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テクニカル・エキスパート
（オペレーションズ）

中村基則氏

ヴァイス・プレジデント
（オペレーションズ）

R.B.ジャグヤシ氏

日本本社の社長自らが現地に乗り込む
自律的な人材を育て世界への礎を作った

ASB INTERNATIONAL PVT.LTD.

日精エー・エス・ビー機械
“日本品質”をインドから世界へ

長野県で1978年に創業後、ペットボ
トルの製造機械メーカーとして早くか
らグローバル展開を進めてきた。現在
では日本本社の従業員数は190人、売
上規模は全世界で168億円に上る。取
引する国数は120カ国に上り、創業以
来、売上の約9割を海外で稼ぎ出して
きた。工場は、日本本社、中国、イン
ドの3カ所。現在ではインドが製造の
メインとなり、本社は高性能商品の組
み立てと、R&Dを担っている。イン
ド法人ASBインターナショナルの設
立は1997年。従業員は800人、売上高
は約30億ルピー（約50億円）まで成
長した。

ASBインターナショナル
前マネージング・ディレクター

（現日本本社取締役）

水内一良氏

日精エー・エス・ビー機械の新卒入社1
期生。入社後、国内営業を担当。その後
米国、ブラジルの現地法人の立ち上げを
担い、責任者も歴任。1998～2008年は
日本本社の社長も務めた。2001年から
はインド法人の社長を兼務。2011年10
月に帰国し、本社取締役となった。
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インドにおける事業と戦略
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インドで自律的な人材を育て、 
“日本品質”を実現する

日精エー・ エス・ ビー機械は、

1990年代半ばの円高を契機に、イン

ドに生産拠点を作ることを決めた。

インドを選んだ理由の１つは、イン

ドの人材の質に対する期待だった。

「私たちの仕事は形の決まった商品

の大量生産ではありません。顧客か

ら依頼があった段階で、ペットボト

ルの形状からともに考え、仕様を提

案し、設計して作る。さらに、据え

付け、アフターサポートまでを担う

ワンストップサービスです。それま

で培ってきた“日本品質”の高さを

守り、国内外の顧客の期待に応え続

けるために、自律的にモノを考えて

動ける人材が必要であり、そうした

人材を採用し育てるには、インドが

適していると考えました」

とインド法人の前マネージング・

ディレクター、現日本本社取締役の

水内一良氏は話す。

インドは民主主義国家である。世

界の情報が自由に入り、英語を準公

用語としていることで、グローバル

な感覚を持つ人が多い。自社で育っ

た人材に、将来中東、アフリカ、ヨ

ーロッパで事業を展開してほしい。

そんなビジョンを持って、会長・青

木大一氏は、地の利も含めて、イン

ドへの進出を決めたのである。

最初は、部品を製造し、日本や他

国の拠点への輸出からスタートした。

その後、機械の組み立てを担うこと

で事業を拡大し、現在では「ASB-

50MB」という小型機に関しては、

国内外向けに設計、製造、アフター

サポートまで、インド法人で完結す

る。つまり、「日本の下請け」的役

割と、「インド国内市場向けの生産

販売拠点」という２つの役割を持つ

のである。

現地人材のなかに自ら入り、 
自ら語り育成にあたった

2001年、工場の稼働とともに、日

本本社の社長の水内氏が自らインド

にマネージング・ディレクターとし

て乗り込んだ。水内氏は海外経験が

豊富で、「３年で基盤を作り、帰国

しよう、と高をくくっていた」（水

内氏）という。しかし、そううまく

はいかなかった。「とにかく、最初

は品質がまったく追いつかず、納期

に遅れることもしばしばだった」（水

内氏）が、それでも諦めずに、現地

人材のなかに自ら入り、自ら語り、

自ら彼らの言葉を聞き続け、彼らの

育成にあたった。果たして、水内氏

はインドで10年の歳月を過ごした。

モノづくりのスタンスを教えるだ

けでも、その労力は半端なものでは

なかった。帽子をちゃんと被る。靴

を履く。キレイに掃除する。遅刻を

しない。「日本では当たり前のこと

がまったく通用しませんでした」（水

内氏）。彼らの生活には、彼らなり

のコンテクストがある。家のなかは

妻がキレイに掃除していたとしても、

家の外に一歩出れば、衛生的ではな

い場所はまだまだ多い。ムンバイは

いつも気温が高く、ともすると靴や

帽子は邪魔になる。道路事情が悪く、

渋滞や事故が日常茶飯事だ。そんな

彼らの社会や生活を理解したうえで

話さなければ、単なる日本のやり方

2012年には同じ敷地内に、第2工場が操
業予定。「工場は、加工部門では3交代・
24時間体制で、組み立て部門は2交代制で
稼働しますが、繁忙期は生産が需要に追い
つきません」と、テクニカル・エキスパー
トとして生産を支援する中村基則氏は話す。

従業員の顔写真を並べたボード。
「彼ら一人ひとりと、年に2回ず
つ、個別に私が面談してきました。
いつも喧々諤々の議論になり、1
年のうちのほとんどの時間を、そ
れに費やしていた時期もあったく
らいです」（水内氏）

世界中の現地法人から、機械の
使い方を学ぶための研修生を受
け入れることがある。この日の
研修生はドイツ人だった。

人と組織の現地化
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の押し付けになってしまう。

「なぜ帽子を被るのか、遅刻がいけ

ないのかを現場に入って説いて回る。

100回言ってもダメなら、もう100回

言う。住環境が悪くて掃除の意味を

理解できない、遅刻の問題が解消さ

れないのであれば、引っ越ししても

らう。こちらが彼らの生きる社会の

視界に立って、根気強く対応するこ

とが必要でした」（水内氏）

人事制度は、インド独自に作った。

高度な職務に就き、能力の高い人材

ほど、インドは離職率が高くなる。

リテンションのためには、成果をき

ちんと測り、頑張りには明確に報い

る透明性の高い評価の仕組みが必要

だった。そのために、インド社会の

ある種の“タブー”にも挑んだ。

同社の従業員には、工場のワーカ

ー、設計や製造技術を担うエンジニ

ア、管理部門などがいる。従業員の

学歴は、中学卒業後、ITIという専

門学校の卒業者、高校卒業後に専門

学校で学んだディプロマ取得者、大

卒者に大別される。ITI人材は主に

工場のワーカーとして働き、設計や

製造技術はディプロマ取得者以上、

さらに幹部人材となると、大卒者と

いう明確な区分がある。そこにはイ

ンド社会ならではのコンテクストが

存在し、それを無視することは、普

通は“タブー”なのである。

「しかし、頑張っているITI人材を、

ディプロマ取得のエンジニアのなか

に組み入れ、最新の機械につけて仕

事をさせたり、その逆もやりました。 

“頑張れば評価される”と理解させ

ることが、彼らの意欲を引き出すた

　私自身、ここを“日本の会社”と

はとらえていません。以前、私はド

イツ系の会社に勤務していたことが

ありますが、その会社も含め、一般

的に外資系企業は本社が完璧に海外

拠点をコントロールしようとします。

しかし、ここにはほかにはない“自

由”があります。

　たとえば私はヴァイス・プレジデ

ントとして、現場のオペレーション

に関する意思決定をすべて任されて

います。現場の状況や意見を吸い上

げ、本社とやり取りをしているのは

基本的に私で、どうしても交渉が必

要な場合には水内さんにお願いして

います。現場をよく知る私と日本を

よく知る水内さんの仕事をすみ分け

てきたことが、的確な意思決定につ

ながっています。

　権限を委譲されていることで、日

本の下請けとしてではなく、インド

のASBインターナショナルとして

の誇りを持っています。もともとは

部品の製造や日本の商品の組み立て

だけを担ってきましたが、会長の青

木さんや水内さんから独自にマシン

を作る機会をもらい、より高い技術

がここに移管されてきましたし、今

ではインド独自の技術開発ができる

ようになりました。

　海外拠点にいる者として、本社に

望むことは、スピードある決断。そ

れが当社では実現されており、イン

ド法人の成長の大きな原動力になっ

ていると思います。

権限委譲が誇りと
独自の技術を生んでいる

R.B.ジャグヤシ氏

本社と現地法人の関係

設計からアフターサポートまで、海外拠点で
も“日本品質”を目指す。そのためには日本
の仕事のスタイルを教えることが必要。ただ
し、その教え方、モチベーションの高め方は、
現地人材の視界に立って考えられた。

出典：日精エー・エス・ビー機械へのインタビューにより、編集部が作成

●インド国内および輸
出向けプロジェクトの
主体者
●部品製造など、本社
の下請け

現地法人の役割

●先端技術開発
●高機能商品の組み立て

本社の役割

●“日本品質”を実現し、成長意欲を喚起
するための実力主義を徹底した人事・評価・
育成制度の企画、実行
●トップ以外のマネジメント層の現地人化
●中型製品のR&D
●オペレーション全般

現地化の対象

●製品のクオリティ
●先端技術のR&D

本社と共通化されている部分
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めには必要でした」（水内氏）

学歴や職種にかかわらず、頑張れ

ば賞与で報いたり、日本に送って研

修を受けさせたり、ドイツの見本市

に参加させたりもした。積極的にイ

ンド人に権限も与えた。このように

評価された人材は、現場で光る。す

ると、それに追随するようにほかの

従業員も頑張る。そんないいスパイ

ラルが少しずつ出来上がっていった。

日本に負けないモノを作る 
という誇りが生まれた

ここまでやっても、納期に遅れた

り、品質が一定のラインに到達せず、

顧客に迷惑をかけたこともあった。

「それでもここで事業を継続し、次々

と新しいチャレンジを続けてこられ

たのは、いちばん厳しい時期に、私

が日本本社の社長を兼任していたか

らでしょう。社長でなければ、とっ

くに私はクビになっていたはずで

す」と水内氏は笑う。トップの強い

コミットメントのもと、同社は現在

では、創業当初に予定した事業規模

の倍の規模まで成長を果たした。

「10年が経過した今、従業員の間に 

“日本に負けないモノを作っている”

という誇りが生まれています。離職

率は日本に比べれば随分高い。それ

でも、ヴァイス・プレジデントのジ

ャグヤシをはじめ、10年かけてこの

会社を一緒に育てた人材が100人近

くいるのです」（水内氏）

ムンバイから北西を見れば中東、

その先にはヨーロッパ。西を見れば

アフリカ大陸がある。インドで育っ

た人材がさらに大きな市場で力を試

す日は、そう遠くないかもしれない。

本社の戦略、本社の姿勢

現地のことは現地法人に任せる。

これが、私たちのグローバル展開

のスタンスです。これが可能な背

景には、トップのコミットメント

の強さがあると思います。日本本

社の会長、青木大一は海外に進出

を検討する段階からリサーチと人

脈作りのために自ら現地に足を運

び、設立後も現地法人や顧客を回

りました。インド法人も、青木会

長が現地を深く理解したうえでの

立ち上げとなったのです。

2001年以降は既述の通り、当

時の日本本社社長・水内が現地法

人の社長を兼務しました。本社社

長が自ら現地に乗り込んで陣頭指

揮を執るのは珍しいかもしれませ

ん。しかし、創業当初から海外で

約9割を売り上げてきた当社から

すれば、海外戦略は大変重要な位

置付けにありますから、本格的な

展開にあたっては、それは理にか

なった判断なのです。

現在の日本本社社長・青木高太

も、1997～2002年にインド法人

に赴任して立ち上げに携わり、イ

ンド法人の事業や幹部人材につい

てかなり知識があります。さらに、

インドのみならず、年2回、世界

各地の拠点を回り、現地の幹部社

員と必ず直に話す機会を設けてい

ます。ジャグヤシをはじめとして、

現地の幹部が日本人を介すること

なく、会長や社長とまで直接コミ

ュニケーションを取り、決断がで

きる環境にあるのは、そういう理

由なのです。

日本品質、日本で開発した技術

を世界へ。この考え方は創業時か

ら変わりません。そのため、日本

の品質・技術を移管するのに最適

な人材を現地に送る、という合理

性を大切にしています。

若手人材に対しても、同様の発

想です。日本で担っていた仕事の

延長で海外に駐在してもらいます。

ただ、日本人の数が少ないため、

職務の幅が広がり、人材育成の場

になっていることも事実です。

1978年の創業時から海外に市場

を求め、未知の領域に挑戦してき

たDNAが脈々と受け継がれてお

り、海外というチャレンジングな

場で、日本にいるよりも速く成長

する人が多いようです。

最近では適材適所の発想に立ち、

機種によってはインド人エンジニ

アを日本に呼んだり、あるいはイ

ンドに日本人のエンジニアが出向

くこともあります。この形が今後、

より発展していく可能性は高いと

思います。

日精エー・エス・ビー機械
総務部長

田中申一氏

トップが自ら現地に
足を運び、現地で指揮を
執ってきた歴史がある

現地化によって得たもの



インドには、日本の小売業者はほとんど参入で

きていない。そこには外資系企業に対する規制の

厳しさが、大きな背景としてある。さらに、イン

ドの小売り市場は複雑で、そう簡単には全体像が

つかめない。

中間層から富裕層まで、多くの人はいまだに伝

統的な「バザール」といわれるマーケットで買い

物をする。青果、魚、雑貨、家電……さまざまな

専門店が軒を連ね、人々はそこをそぞろ歩き、買

い物をする。

しかし、最近では大手のインド企業や外資系企

業が市場に参入してきている。欧米のブランドシ

ョップや、スーパーマーケット、家電量販店やシ

ョッピングモールが急速に増えている。「富裕層

や新興のアッパーミドル層はこうしたショップを

訪れ、豊富な選択肢のなかから選ぶ、という新し

い経験を楽しんでいます」と、JETROの河野敬

氏は話してくれた。

伝統的な“バザール”が支配的
最近では大手小売業者も参入
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インドの買い物事情

秋葉原のような“家電街”がインドに
もある。そこでは、欧米、韓国の家電、
IT製品メーカーの看板が目立つ。数は
多くないが、日本企業の看板もある。

ニューデリーの中心にあるコンノート・プレイス。イギリスの植
民地時代に、都市計画に則って建設された。この広場をぐるりと
囲む建物の1階にも、ブランドショップやレストランが並ぶ。

デリーの郊外にあるショッピングモール。アパレルやスポー
ツ用品、家電など、外資系企業を中心に専門店が入居する。
このモールは、運行距離を伸ばす地下鉄の駅周辺にある。地
下鉄は車と同様に、人々の新しい移動手段になりつつある。

ムンバイの高級住宅街。ここには、富裕層やア
ッパーミドル層、外資系企業の駐在員などが多
く住んでいる。こうしたビルの１階には、欧米
風のカフェ、高級専門店が軒を連ねている。
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中間層やアッパーミドル層が
日常的に買い物をするマーケ
ット。化粧品、アクセサリー、
インテリア雑貨なども、こう
したところで手に入る。外資
系メーカーの商品も普通に売
られているが、小売店の数の
多さから、販売網に入り込む
ことの難しさがうかがえる。

家電街に囲まれた歩道では、生活雑貨や洋服が山積
みになって売られていた。聞けば、ほとんどの商品
が中国製だという。繊維製品や日用雑貨は中国製が
安く、インド人が買い付けに行くのだそうだ。

マーケットで目立ったのは、スパイス店。
さすがインドである。ベジタリアン、牛を
食べない、豚を食べないなど、宗教によっ
て食習慣が異なるだけに、食品・外食産業
の参入には、当然、現地化が求められる。

マーケットのなかにある魚店。
青果も、肉もこのような専門店
で売られている。「デリーの中
心部に住んでいても、大手のス
ーパーがまだ近くにないことも
多い。ですから、インド人はも
ちろん、外国人でもこういうマ
ーケットで普通に買い物をして
いますよ」（河野氏）



自律的な人材を育てるために、
“本来あるべき”人事制度を作った

Sojitz India Private Limited

双日
駐在員事務所から事業主体者となる現地法人へ
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双日は、ニチメンと日商岩井が2003年に合併して
誕生した総合商社だ。海外拠点は91を数える。イ
ンドへの進出は古くは、鈴木商店、日本綿花の時代
に遡り110年を越える歴史と経験を持つ企業。近年
は駐在員事務所として活動をしてきたが、2005年
に現地法人化した。現在、従業員数はインド全土で
134人。内、日本人駐在員は14人。デリーに本社を
置くほか、ムンバイ、プネ、コルカタ、チェンナイ
と国内拠点を展開する。チェンナイ地区の工業団地
開発やグジャラート州における塩田開発など双日グ
ループのプロジェクトを支援する一方で、現地法人
としてインド国内取引の拡大および物流ネットワー
クの構築などインドを中心とした活動に注力中。

双日インド会社　社長

川村安宏氏

ニチメンに入社後、主に自動車
関連の事業部で活動。イランを
はじめとする中東、アフリカ、
インドネシアなど海外での事業
経験も持つ。2006年より現職。
2009年4月より1年間、インド
日本商工会会長も務めた。
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ンド会社を主体とした輸出入や事業

開発をする、という業務が中心とな

った。「しかし、組織の形態が変わ

っても、働く現地の人材は変わりま

せん。どうしても “本社のお手伝い”

という駐在員事務所時代の意識から

抜け出せていないように思いました。

現地人材一人ひとりに事業の主体者

としての意識を持ってもらう。これ

が徹底した現地化には不可欠だと考

えたのです」（川村氏）

職務とそれに伴う権限を 
透明にした人事制度を導入

主体者としての意識を持つのを邪

魔するものは何か。日本人の駐在員

に聞くと、「現場を担う人材にそれ

なりの仕事を任せながら教育をして

いる」と答える。しかし、そこにギ

ャップがあって、現場を担う現地の

人材側から見ると任されていないと

感じているかもしれない、と川村氏

は考えた。そこで、現場を担う人材

に対してアンケートを実施し、彼ら

が自らの業務をどうとらえているの

か、率直なところを確認してみた。

「私の予測は当たっていました。彼

らは任されていないと感じており、

何か大切なことは日本人が集まって

すべてを決めてしまう。そんな言葉

現地法人として現地人材に 
主体者の意識を持たせる

「品質のよい商品であれば多少価格

が高くとも、新興国において販売が

可能、という意識では新興国で戦え

ない。日本の商品が他国の市場でそ

のまま通用しない。そんな状況をイ

ンドに来て目の当たりにしました」

双日インド会社の社長、川村安宏

氏は実感を込めてそう話す。たとえ

ば、30万円の車がインドにはある。

「日本人が見たら、オモチャに見え

る。しかし、窓が電動で上下し、エ

アコンが標準装備というのは、先進

工業国で育った人の定義付けにすぎ

ません。原点に返れば、車とは、雨

風をしのぎながら人とモノが移動す

るための道具です。新興国のコンテ

クストでは、舗装されていない道で

も壊れないことのほうが重要です。

日本企業は日本の価値観を一度横に

置かなければなりません」（川村氏）

そんななか、インドで成功を収め

る日系メーカーのあり方に、これか

らの日本企業が辿るべき道を見た。

「その会社では、日本人はすべて脇

役に徹している。インド人が主役で

モノを考え、彼らの言葉で語り、自

ら事業を行っています。日本人の役

割は、彼らに対して横に座り支援す

ること。そうした徹底した現地化が

必要だと思いました」（川村氏）

川村氏が赴任した2006年は双日の

インド拠点が現地法人化された直後

であり、それまでのインド拠点は、

駐在員事務所として、日本が主体と

なって動くビジネスを支援する役割

だった。一方、法人化の後は双日イ
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着任以来続けている朝会では情報を共
有することの意義を今でも継続して説
明し皆に考えてもらっている。「現場
の人から現場の情報をもらうことが重
要。いいことはもちろん、悪い情報も
すぐ入ってくるように、いつもニコニ
コしていますよ（笑）」（川村氏）

インドにおける事業と戦略

人と組織の現地化

が次々と出てきたのです」（川村氏）

このような状況を打開するために、

双日インド会社の人事制度を新たに

策定し、事業を担う人材と管理を担

う人材のそれぞれを、アシスタント

から部長級まで８段階のグレードに

分け、2009年４月より導入した。

この制度のポイントは３つある。

１つは、グレードごとに、職務内

容とそれに付随する権限を明確にし

たことだ。現場への権限委譲こそが

重要だと考えた。このグレードなら

ば、この職務をこれだけの権限で遂

行する。それが誰の目にも明らかに

なった。例を挙げれば、決済できる

金額はグレードによって決まる。

「印鑑を押す前には誰もが“本当に

大丈夫か”と、さまざまなリスクや

可能性を勘案します。グレードが上

がればそれだけ決済できる金額が上

がる。責任も重くなるが自ら判断し

て進められる仕事の範囲も広がる、

という仕組みなのです」（川村氏）

２つ目は、評価の透明性を高める

ことに注力している点だ。１年ごと

に職務に則した目標を設定し、それ

を上位者（部長職）が評価する。実

際に上位者は今のところ日本人駐在

員がその役割を担っているので、駐

在員が集まって、自らが下した評価

が属人的になっていないか、共通の



モノサシによって公平に判断されて

いるかを擦り合わせる。取扱商品、

ビジネスモデルが異なる環境下、「評

価の正当性とそのフィードバックに

よって、従業員それぞれがモチベー

トされるのか、認められていないと

感じてやる気を失うのかが決まる、

という意味では責任が重い。日本人

駐在員は必ずしも人事経験があるわ

けではありません。一度、全員で擦

り合わせを行い、評価とフィードバ

ックの中身をできるだけ公平にしよ

うと考えています。それでも公平性

に自信が持てないならば、何度でも

付き合うから私のところに相談に来

なさい、と言っています」（川村氏）

そして３つ目は、成果を出した人

材の昇格要件に時間軸を入れなかっ

たことだ。多くの日本企業のように、

何年経験しないと次のグレードにア

ップできないようなルールがあると、

一般社員から課長に辿り着くまで、

８年、10年必要、となりかねない。

川村氏に、「インドのスピード感に

合わせたのか」と問いかけると、「“イ

ンドカスタマイズ”ではありません。

人事制度は本来そうあるべきです」

（川村氏）という答えが返ってきた。

現地で育成した人材を 
世界で活用すべき

川村氏は、この人事制度を「金魚

鉢」にたとえる。

「会社は水が１リットル、５リット

ル、10リットル、30リットル、100

リットル入る金魚鉢を用意します。

金魚が成長して１リットルの金魚鉢
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が窮屈になったら、５リットルの金

魚鉢に移す。そういう制度であるこ

とが重要です。金魚が大きくなった

のにもかかわらず、一定の年数が経

過していないからといって、大きな

金魚鉢に移さないのはおかしいです

よね」（川村氏）

川村氏は本社に今、現地人材をよ

り大きなフィールドで活躍させる制

度を作れないか、と打診している。

100リットルを超す金魚鉢を、ロー

カルではなくグローバルに用意すれ

ば、現地人材をよりモチベートでき

ると思うからだ。

「インドに優秀な人材がいたら日本

本社で登用し、現地法人の給与体系

から外して、日本の人事制度に組み

込む。それができれば、インドでも

他の国でも、給与がほかの現地人材

と違って当たり前になります。その

分、職務内容を難しく、権限とそれ

に伴う責任を重くすれば皆が納得で

きるし、外に転職するより、双日グ

ループ内で頑張ろうというリテンシ

ョンにつながるはずです。グローバ

ル人材の必要性が高まるなかでは、

優秀な人材の数と質を担保するには、

世界各国の拠点の力が必要になって

くると思います」（川村氏）

川村氏は世界各国の従業員すべて

の人事制度を標準化しましょう、と

言っているのではない。

「専門的な領域を限定した職務を担

う人材は、地域ごとの相場に合った

給与があり、世界共通にすれば混乱

と高騰を招きますから。本社の人事

制度に組み入れるべきは、グローバ

ルにどこでも通用するマネジメント

スキルを持った総合職が対象になる

と考えています」（川村氏）

本社と現地法人の関係

事業の主体者としての役割を担うために重要なの
は、自律的な人材を育てること。現場の人の話に
耳を傾け、納得感の高い透明な仕組みを作ること、
そして本人の能力に合った職務、権限を与える“本
来あるべき人事制度”を作ることに注力した。

出典：双日インド会社へのインタビューにより、編集部が作成

●それぞれの営業部門
の戦略を各国・地域に
合わせた形で実行
●具体的には、①その
国を市場ととらえた国
内取引活動、②輸出入
取引、③投資活動

現地法人の役割

●全世界展開における事業
活動の戦略の立案と指揮
●各営業部門の戦略の実行
●営業部門を支援する管理
業務

本社の役割

●透明性を高め、職務内容とそれに伴う権
限を明確にした独自の人事・評価・育成制
度の立案、実行
●インド国内プロジェクトのオペレーショ
ン全般

現地化の対象

●企業理念／VISION

本社と共通化されている部分

ローカルからグローバルへ
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インドの富裕層の家庭を訪問する機会をいただ

いた。デリーの中心部に構える一軒家は、地下1

階、地上3階建て。ここに宝石商の兄・弟夫婦と、

その長男が同居する。

家族を何よりも大切にし、年長者を敬うインド

社会。食事は父親から始め、子どもたちはサーブ

に徹する。聞けば、結婚は親が決めた相手とする

のがまだまだ普通だという。「自分が選ぶよりも、

親がアレンジしてくれるほうが結果的に幸せにな

れる」と話してくれた。伝統的な家長制が機能し

ている。

しかし、若い世代はやはり変化している。ラル

フ・ローレンのポロシャツを着て、iPhone4を操

る。MBAを取得し、流暢な英語を話す。インド

の社会でも、世代間ギャップは確実に存在する。

伝統的な家長制が機能しつつも、
世代間ギャップは存在する

インドの富裕層の家族

この家族は、ジャイナ教の信
者だ。地下1階には祈りを捧
げる部屋があり、ジャイナ教
の聖者の写真が並んでいる。

ジャイナ教は、厳格なベジタリアンで、肉、魚はもち
ろん、卵も口にしない。野菜を使って作られたカレー
数種類を、スパイスで味付けされた米やナン、ロティ

（小麦粉で焼かれたインドのパン）とともに食べる。

兄弟の2家族がともに暮らす。このよう
な形態は、インドでは決して珍しくない
そうだ。それぞれの娘さんは、既に結婚
して別の家庭を築いている。富裕層の結
婚式は、1週間に及ぶこともある。家と
家とが結びつく、一大イベントだという。

リビングには大きな薄型テレビがあり、車庫
には外国車が2台。このような富裕層はまだ
一握りだが、所得水準は確実に上昇している。
日本商工会の2009年の調査によれば、イン
ドの日系企業の大卒初任給は、月2万ルピー
を超え、購買力のある層が育っている。



交通事故で亡くなる人をなくすため、
現地に合った事業、組織でシェアを得る

TAKATA INDIA PVT.LTD.

タカタ
経営理念を軸に、“インドの会社”を作る
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タカタは1933年創業。シートベルト、
エアバッグ、ステアリング・ホイール、
チャイルドシートなど自動車安全シス
テムの製造販売を行ってきた。海外売
上比率は70％を超え、日本を含むア
ジア、米国、ヨーロッパのそれぞれの
地域で売上を三分している。一般的に
1つの自動車メーカーと結びつきやす
い部品業界にあって、国内外の複数の
メーカーと取引する稀有な存在でもあ
る。インド法人の設立は、2007年。
タカタがメジャーで出資し、現地企業
との合弁会社としてスタートした。ま
だ歴史は浅いが、中国と並んで売上を
大きく伸ばしている。

タカタ・インディア
マネージング・ディレクター

岩根豊治氏

2007年にインド法人設立のプロジ
ェクトリーダーとなる。2008年よ
り現職。ドイツのザクセンで現地法
人の立ち上げを経験した。

タカタ・インディア　チェアマン

門 至氏

2010年より現職。シンガポール、
UAE、トルコなど、豊富な海外駐
在経験を持つ。
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独自のエンジニアリング 
サービスも展開する

タカタの海外売上比率は70％以上。

シートベルトやエアバッグなど安全

システムを主力製品とし、世界中の

自動車メーカーを顧客に持つ、知る

人ぞ知る自動車部品メーカーだ。

インド法人の役割は、輸出を前提

としたコスト競争力のある生産拠点

としてだけではない。国内市場をに

らみ、既に多くの在インドのメーカ

ーとの取引が始まっている。

「車の売れ筋は40万ルピー。だいた

い60万円から70万円程度です。です

から、安全システムへのニーズも、

低価格なものに集中し、生産と商品

の現地化は必須です」と、タカタ・

インディアのマネージング・ディレ

クター、岩根豊治氏は話す。

また、部品や製品の図面を作図す

るタカタの他国拠点向けのエンジニ

アリングサービスも、インドで展開

する。こうした現地でのビジネスの

ありようを決定したのは、チェアマ

ンの門至氏と、岩根氏だ。2007年、

インドに工場を建設することを本社

が決定し、タカタ・インディアを設

立。岩根氏を中心としたプロジェク

トメンバー７人がインドに乗り込み、

徐々に事業と組織を作っていったと

いう。

本社から命を受けた日本人が数名

駐在し、現地の地域特性に適した戦

略や組織形態、人事制度を模索して

成功を目指す。現地でマネジメント

人材を育て、一定のレベルに到達し

たら、できるだけ現地人化を進め、

日本人をゼロに近づけていく。それ

がタカタのやり方である。

インド法人の場合は、過渡期にあ

る。日本からの駐在員は、R&D、

製造のディレクター（取締役）、現

場の設計や製造部門のエンジニアな

ど12人。現地人材のゼネラル・マネ

ジャーは３人。「早くディレクター

にできる人材を育てたい」（岩根氏）

と、現地人化を進める意欲は高い。

しかし、このように現地化を進め

ていくと、本社の役割は何か、とい

うことになる。そう問いかけると、

「タカタが守らなければならないこ

とは１つ」と岩根氏は答えた。

「当社の夢は、『交通事故で亡くな

る人をなくす』。安全システムは人

を守る製品であって、その品質を絶

対下げてはなりません。ここを理解

した人が現地人材のなかに育てば、

日本人はいらないのです」（岩根氏）

目的は、日本の会社タカタが世界

を席巻することではない。タカタが

世界各国でシェアを伸ばして、より

車の安全性が高まることだ。各国で

成長していくためには、最もその地

に適した事業展開、組織形態を選択

することが理にかなっている、とい
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うわけだ。

インドに豊富な女性、 
理系人材を活用

タカタ・インディアは、“タカタ

の夢”を実現するため、インドのコ

ンテクストに合わせた事業を展開し、

組織を作ることに取り組んできた。

その方法はどのようなものか。

生産拠点としての大きな特徴は、

ワーカーとして働く人材のほとんど

が女性だという点だ。インドには大

統領、CEOなど、女性のトップ人

材が数多くいる一方で、結婚後は家

庭に入るのが一般的で社会進出は進

んでいない。教育レベルは高いのに

女性が活躍していない現状がある。

「現在、チェンナイとニームラナの

２工場がありますが、１つは女性だ

けの工場です。全員、ディプロマ取

得以上で、モチベーションがとても

高い。３年勤続後、優秀な人材には

大学や専門学校に通ってもらい、エ

ンジニアへの道を開くなど、教育機

会を与えています」（岩根氏）

また、エンジニアリングサービス

既にある商品のなかから価格の低い
商品を選び、インドで組み立てたり、
安全性を担保したうえで必要のない
機能を抜き、さらなる価格の低減を
図るなどして、現地化を進める。シ
ートベルトも高級車向けの高機能商
品（写真上）と、最低限の機能を有
した低価格商品（写真左）をニーズ
に合わせて提供している。

インドにおける事業と戦略

人と組織の現地化



事業に踏み切ったのは、理系人材の

層の厚さというインド特有の背景が

ある。「チェンナイ周辺には工科大

学が多く、優秀な人材を採用しやす

い土壌があります。彼らを活用する

ことで、インドならではのビジネス

ができると判断しました」（岩根氏）

人事制度もインド独自に作った。

経済成長のスピードも、モチベーシ

ョンの在りかも異なるインドにおい

ては、昇進、昇給のスピードや、評

価基準、評価の方法を変えなければ

ならなかった。

合弁企業の助言と、自ら 
現地に入って対話すること

こうしたインドの社会や人々の価

値観を、どのように理解したのか。

「１つは合弁先の会社のサポート」

（岩根氏）だという。コンテクスト

がまったく異なる社会を一朝一夕に

理解するのは難しい。ワーカーに多

い組合やストの問題、優秀な女性や

エンジニアの存在に関して、適切な

助言をくれたのは合弁先だった。

また、進出して間もないころから、

インドの社会、インド人たちの生活

に自ら積極的に足を踏み入れた。
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「ゴルフに行けば富裕層に話しかけ、

街の食堂や商店であれば、その店主

たちとも話しました。彼らが大切に

していることは、彼らと触れ合わな

ければわかりませんから」（門氏）

現在でも、そうした努力は続けて

いる。社内でも、月に１度はマネジ

ャークラス20数名を全員集め、現場

の課題はもちろん、昼食の内容など、

細かな要望まで話し合って決める。

彼らの意見を吸い上げ、彼らの価値

観を知る貴重な場となっている。

「現地のことは、日本の本社にいた

らわからない。だからこそ、タカタ

の本社は現地に任せてくれる」（門

氏）と言い切る。一方で、本社はマ

ネジャー層以上の人事制度の標準化

を進めているが、「それも次のステ

ップには必要です」（門氏）と頷く。

「お客さまのビジネスが、想像以上

に速いスピードでグローバル化を進

めています。タイで調達して、イン

ドで組み立て、米国で売る。そんな

ことが日常的に起こる。だとすれば、

我々の組織にも、さまざまな市場を

知るグローバルマネジメント人材が

必要になります。これからは、イン

ドの社員がタイに出ていく。その逆

もある。私たちもここで、さらに人

材育成に力を注がなければなりませ

んね」（門氏）

女性のワーカーたちの意欲の高さは、
QCサークル活動が盛んなことからも見
てとれる。インドのホンダが実施した
QCサークル活動のコンクールでは優秀
賞を受賞し、唯一の女性だけのチームと
しても注目を集めた。彼女たちが着用す
るベストは、「体の線を見せたくない」
という彼女たちの意見を取り入れたもの。

本社と現地法人の関係

“タカタの夢”を理解することが大前提。それ以
外の、どんな人材を活用し、どんなビジネスを展
開していくのかは現地法人に任される。最終的な
目標は、日本人がゼロでも動く組織にすること。
日本人の駐在員は徹底した現地化に力を注ぐ。

出典：タカタ・インディアへのインタビューにより、編集部が作成

●インド国内市場向け
商品の開発、製造、販
売
●他国の拠点の詳細設
計のサポート業務

現地法人の役割

●全社のグローバル戦
略の立案
●R&D、商品開発

本社の役割

●多面評価など、現地人材にとって納得感
の高い独自の人事・評価・育成制度の立案、
実行
●国内の豊富な人材資源（女性、エンジニ
ア）を活用する設計、生産システムの構築、
実行
●制服、食事など現地人材の意見を取り入
れた細やかな対応

現地化の対象
●「交通事故で亡くなる人をなくす」
という全社で共有化する“タカタの夢”
●「現場・現物・現実」という仕事の
スタイル

本社と共通化されている部分

現地を知る手法



新興市場・インドで見た　本社が握ること、現法が任されること
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インドでは、ヒンドゥー教、イスラム教、シー

ク教、ジャイナ教、ゾロアスター教など、多様な

宗教が日常生活のなかに普通に存在する。一般的

には異なる宗教に寛容だといい、多数派がエライ、

というわけではない。たとえば、ターバンを巻い

ていることで知られるシーク教徒はインドのなか

では数パーセントにすぎない。しかし、現在の国

家元首、シン首相はシーク教徒である。

東洋エンジニアリングインディア・高橋憲弘氏

の言葉にあったように、宗教上のイベントを軽視

してはならないし、宗教上の食習慣も変えること

はできない。ワーカーの食事や休暇の設定ですら、

インドでは些細なことではない。

このような社会のコンテクストを理解しなけれ

ば、現地人材に受け入れられる制度、仕組みには

ならないのである。

宗教や伝統を軽視すると、現地人材に
受け入れられる仕組みを作れない

トラックで人形を運ぶ若者たち。私たちが驚
いたのは、祭りに参加する若者の多さである。
都市圏では核家族が増え、徐々に変化してい
るとも聞いたが、宗教、家族を大切にする伝
統は、日本ほど希薄になっていない。

宗教、伝統が生活のなかに息づいている

玄関に、ヒンドゥー教の商売の神様、ガ
ネーシャの像が鎮座するインドのオフィ
スは多い。この像の前を通るとき、手を
触れて数秒祈る現地人材もいるそうだ。

私たちがムンバイを訪れた10月6日は、インドの3大祭りの1つ“ダシャラー”
の日だった。この日は祝日で、この周辺で長期休暇を取るインド人も多いそ
うだ。家族、親戚が集まって街に繰り出す。あまりの熱気に圧倒された。

街のあちこちにヒンドゥー教やシーク教、
イスラム教の寺院がある。インド人の朝
は早く、朝、祈りの時間を長く取る人も
少なくないそうだ。

同じ祭りでも、地方によって“作法”が異なるようだ。
ムンバイでは、家族や地域の人が集まって人形を作り、
祈りを捧げてそれを海に流す“灯篭流し”のような習
慣がある。この人形の豪華さ、美しさを皆で競う。



生産拠点は、日本人が育成指導
販売拠点は“日本化”しない

INDO JAPAN PEN MFG.CO.PVT.LTD.

ぺんてる
生産拠点から販売拠点へとシフトチェンジ
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ヴィジャイ・　
アグラワル氏
マネジャー

エグゼクティブ・ディレクター

スミット・ラソッド氏

設立は第二次世界大戦後間もない
1946年の、老舗の文具メーカーであ
る。ぺんてるの海外展開は1960年代
と早い。創業者が米国シカゴの見本市
でサインペンを販売し、それが時のジ
ョンソン大統領の目にとまり、そこか
ら爆発的にヒットした、という成功体
験を持つ。現在では、世界20カ所以
上に生産・販売拠点を持ち、約120カ
国に輸出する。インド・ジャパンはイ
ンドにおける現地法人であり、本拠地
をムンバイに置く。1999年の進出時
は主に生産拠点として設立されたが、
2009年よりインド国内のマーケティ
ングにも力を注いでいる。

ゼネラル・マネジャー（生産）

谷 英明氏

インクの研究開発を経験後、生産
管理として米国、ブラジルの現地
法人を経験。インドに駐在して3
年目。

インド・ジャパン
マネージング・ディレクター

恩田祐二氏

ぺんてるに入社後、東京営業部で営
業を担当。その後、海外事業部でカ
ナダ、ポーランドの現地法人に駐在。
ヨーロッパや北米の事業責任者も務
めた。2010年定年を迎え引退して
いたが、ぺんてるから声がかかり、
2011年7月より現職に就いた。



新興市場・インドで見た　本社が握ること、現法が任されること

インドを成長市場と見て 
国内販売を強化

インド・ジャパンは、ぺんてると

インドの大手文具メーカー、フレヤ

ー社との合弁会社である。その始ま

りは1999年。まずはフレヤー社との

技術提携を経て、生産拠点として本

腰を入れた。生産管理を統括する駐

在員を置き、品質の向上に取り組ん

だ。現在では国内市場向けのほか、

世界のぺんてるグループに商品を輸

出している。そして、2009年にはそ

れまでマイナーだった出資比率を51

％まで増やし、インドの成長を見据

えて販売網を築き、インド国内で本

格的に売っていこうと動き出した。

「生産拠点と、販売拠点では組織の

作り方がまったく違う。後者につい

ては今、フレヤー社に力を借りなが

ら、ぺんてるブランドをインドに浸

透させるべく、力を注いでいるとこ

ろです」

そう話すのは、マネージング・デ

ィレクターの恩田祐二氏だ。生産拠

点としての現地化。販売拠点として

の現地化。その違いを、同社の取り

組みに見ることができる。

現地人材によって質の高い 
商品を生産するために教育

生産拠点としての機能を預かるの

は、ゼネラル・マネジャーの谷英明

氏だ。現在、工場は２つ。谷氏の下

には２人のインド人の工場長がいる

が、まだまだ谷氏は現場から離れる

ことができない。その理由は、他国

の拠点と比較すると、インド工場で

作る商品は不良率が高いからだ。

「日本本社が大切にしているのは、

日本のぺんてるが誇る最高品質です。

不良といっても、たとえばボールペ

ンのボディにほんの小さなインクの

シミがある、という程度。他国のぺ

んてるの拠点には輸出が許されても、

日本への輸出には耐えられない。日

本向けには検査工程を増やすことで、

今、対応しているところです」（谷氏）

もちろん、甘えは許されない。本

社が絶対にゆずらない品質を、現地

でも実現する。そのために日本人が

現地人材を教育、指導する。それが

生産拠点の現地化の姿だ。

一方で、販売拠点としてはどうか。

生産拠点とは異なり、51％出資する

以前は、販売拠点としてのインド・
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ジャパンには、１人も日本人駐在員

がいなかった。

現地人材に力を発揮して 
もらうため“日本化”しない

マネージング・ディレクターが初

めて派遣されたのは、２年前のこと

である。しかし、日本のやり方を通

そうとしたばかりに合弁先とすれ違

いが起こり、当初はうまくいかなか

ったのだという。そこで、白羽の矢

が立ったのが、恩田氏だった。

「退職して、孫を抱いていたら会社

から電話がかかってきて驚きまし

た」（恩田氏）と笑う。恩田氏は、

カナダ、ポーランドの駐在をはじめ、

北米やヨーロッパの事業責任者を務

人口は多いが国土は広く、サプラ
イチェーンが整備されているわけ
でもない。小売店は実に100万店
あるといわれている。文具店も間
口が狭く、日本でいえば駅のキオ
スクのような風情だ。

最近では、中間層や富裕層向け
に、広く、商品が豊富な文具店
が増えてきた。店舗のスタッフ
に聞くと、「ぺんてるのような
価格が高めの商品のほうが、よ
く売れている」という。

教育を受けていないインド人のワ
ーカーが多いため、たとえばボデ
ィの太さを検査するにあたっては、
数値で測るのではなく、穴に通せ
ば太さが適正かどうかが一目でわ
かる検査機械を手づくりするなど、
品質を高める努力を続けている。

インドにおける事業と戦略

販売拠点としての現地化

生産拠点としての現地化



めた経験もある“グローバルのプロ”

だ。合弁先とビジョンを擦り合わせ

ながら、ぺんてるブランドをインド

に浸透させる困難な仕事には、恩田

氏のような経験豊富な人材が必要、

という判断があったはずである。

「国土が広いインドで販売チャネル

を築くのは、並大抵のことではあり

ません。もともと販売網を持つフレ

ヤー社の力なしには、我々は立ち行

かない。そのためには彼らの話に、

まずは耳を傾けなければなりません。

今は幹部と毎日ともにランチを食べ、

同じ時間を共有して彼らの懐に入り

込む努力をしています」（恩田氏）

商品開発においても、ニーズを知

るのはインドで生活する彼らだ。「で

すから、組織の日本化はしません」

と恩田氏は言い切る。

「やはり、ぺんてるブランドの商品

は高い。いくら品質がいいとはいっ

ても、うちの最低価格の商品が５ル

ピー（約８円）。市場にはその半値

近くの商品がゴロゴロしているわけ

です。品質と価格のバランスの取れ

た商品開発には、市場を知る現地人

材の力が不可欠なのです」（恩田氏）

現在は、インド独自の商品開発を

進めている。軽い書き味で高級感の

ある商品を、30ルピー（約50円）で

投入しようとしている。

「交渉しなければならないのは、日

本本社。日本の最高品質を守ろうと

すると、時々刻々と変化するインド

の市場についていけません。インド

市場に売る商品というイレギュラー

がどこまで認められるか。これが今

後の売上を左右しますね」（恩田氏）
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　国内のマーケティングと輸出の責

任者として、現在では特にぺんてる

ブランドの市場への浸透に力を注い

でいます。ぺんてるの商品は高価格

帯が多いため、ブランドバリューを

上げるのと同時に、多くの人に手に

取ってもらえるように、価格を下げ

た戦略商品の開発にも取り組んでい

ます。インド企業は商品開発のスピ

ードが速く、投入して成否を見極め、

ダメであればまた次、というように

試行錯誤を繰り返します。インドの

市場では商品がすぐに陳腐化するか

らです。今日消費者が欲しいと思っ

ても、明日は欲しいと思わないかも

しれない。そうした特性を持つ市場

についていくべく、我々も努力を重

ねなければなりません。

商品がすぐ陳腐化する
難しい市場に対峙

スミット・ラソッド氏

　輸出が伸び、インド国内の人々に

もぺんてるブランドが徐々に浸透し

てきた。そんな実感があり、会社の

成長を楽しんでいます。インド・ジ

ャパンの設立時から働いていますが、

長くいる理由は、任される範囲がど

んどん広がっているからです。最初

は経理から始まって、国内のセール

スや輸出などを任され、現在はマネ

ジャーになりました。これからはも

っと大きな仕事を任される可能性も

ある。新しいことを次々と学べる今

の環境に、とても満足しています。

任される範囲が広がるから
長く働いている

ヴィジャイ・アグラワル氏

本社と現地法人の関係

生産拠点に注力していた時代は、生産した商品の品
質を日本レベルに近づけるため、現地人材の指導が
メイン。販売拠点にシフトした今は、現地人材の言
葉に耳を傾けることが重要に。品質と価格のバラン
スを取るため、日本本社との交渉を試みている。

出典：インド・ジャパンへのインタビューにより、編集部が作成

●インド国内および輸
出向け商品の製造
●インド国内向け商品
の開発
●インド国内への販売

現地法人の役割
●全社のグローバル戦
略の立案（調達、生産
の最適化など）
●商品開発、R&D
●品質の担保

本社の役割

●生産の現地化に伴うワーカー向けの人
事・評価制度の立案、実行
●日本品質に追いつくための独自の検査・
検品システムの実行
●インド独自商品の開発、マーケティング
●合弁企業のネットワークを活用した販売
網の構築

現地化の対象

●商品とその品質

本社と共通化されている部分
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インド人は数学が得意。優秀な人材が多い。そ

んなイメージを漠然と持っている人は多い。実際

には、小学校にも通っていない貧困層もいれば、

米国やイギリスに留学する層まで、その格差は大

きい。一般にエリート教育は進んでいるといわれ、

その最高峰に位置付けられるインド工科大学

（IIT）とインド経営大学（IIM）では、熾烈な受

験戦争を勝ち抜いた優秀な学生が学んでいる。

IITやIIMをはじめとするトップ大学の卒業生は、

名だたる企業から引っ張りだこだというが、一方

で、一般の大学の学生たちは新卒時の就職率が

50％に満たないケースもあるという。就職活動

は米国型に近い。日本のように一括採用システム

があるわけではなく、インターンシップなどで経

験を積み、就職先を探すことが多い。

最高峰の大学では、熾烈な受験戦争を
勝ち抜いた優秀な学生が学ぶ

インドの大学生

1874年開校の名門・ムンバイ
大学。イギリス統治時代に作ら
れただけあって、イギリス風の
建築が印象的だ。工学系に強く、
優秀なエンジニア人材を輩出す
ることで有名な大学だという。

最近はビジネス・スクールでMBAを取得する学生
が増えている。それによって就職後、手にする給与
額が大きく変わってくるからだ。写真はデリー大学
のキャンパス。20万人以上の学生が学んでいる。

南インド・ハイデラバード出身。
工学系の大学教授である父の影
響で、理系に進みました。将来
の夢はNASAで働くこと。未知
の宇宙の世界を知りたいからで
す。9時から16時30分までが
大学の授業。寮に戻ってから2
時間は毎日勉強しています。国
の発展のために、自分ができる
ことは何でもしたいですね。

デリー大学物理学専攻／17歳

チャンダーナさん

哲学を学んでいるのは、高校の先
生に「向いている」と勧められた
から。現在の専攻とつながってい
るわけではありませんが、将来は
政府の役人になりたいと思います。
動機は、「国のため」。でも、今の
自分には無理。まずは自分が成長
し、周辺の人を変えるパワーを持
って、いずれは国を変えられる人
になりたいです。

デリー大学哲学専攻／19歳

バダーナさん
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「新興国という成長市場において、

国内で成功したサービスやノウハウ

をネットワーク事業者であるTTSL

に移管し、企業価値を上げてリター

ンを得ていく、というのが最も大き

な狙いです」と、国際事業部長・紀

伊肇氏は出資の狙いを話す。日本市

場が収縮していく一方で、人口が多

く、成長する新興国の市場は可能性

に満ちている。TTSLは約9000万（＊）

の加入者を擁し、その数をさらに増

やしている。一方で、インド市場で

携帯電話事業は後発のTTSLにとっ

てみれば、ドコモの持つ技術やノウ

ハウは魅力的だった。「はじめから

双方の意図が一致し、非常にいい形

で始まった、シナジー効果を期待で

きる事業提携」（紀伊氏）だという。

ドコモからは非常勤の取締役が３

人出ているほか、８人がTTSLに出

向し、インドに常駐する。シニアマ

ネジメントのポジションには、チー

フ・ ストラテジー・ オフィサー

（CSO）の大野弘司氏と、ネットワ

ーク領域のチーフ・ワイヤレス・オ

フィサー（CWO）が就く。そのほか、

事業戦略系、技術系、マーケティン

グ系に、日本から伸び盛りの中堅・

若 手 の 人 材 が 配 置 さ れ て い る 。

TTSL側で「タタ・ドコモ」に携わ

る従業員は数千名だというが、この

人数でドコモ側は影響力をどう発揮

しているのか。その問いに紀伊氏は、

「８名はいわばドコモの“ポータル”。

日本人出向者の位置付けを変更し、情報の流通をよくした

提携の効果が浸透するように、
出向者のポジションを再配置

TATA TELESERVICES LIMITED

NTTドコモ
資本提携を通じて、シナジー効果を狙う

2009年、NTTドコモ（以下、ドコモ）
はインドの通信大手タタ・テレサー
ビシーズ（以下、TTSL）に約26％
出資し、事業提携した。同社は現在、

「タタ・ドコモ」というブランドで
携帯電話サービスを展開している。
このケースは、現地企業への経営参
画という日本企業が未知の市場に進
出するうえで現実的な形態であり、
現地とどううまくやっていくかとい
う学びになる事例だ。

彼らを通じ日本側にいるドコモのあ

らゆる部署が全面的に支援していま

す」と答えた。

たとえば、ビジネス・テクノロジ

ー・コーポレーション・コミッティ

ー（BTCC）という名の事業・技術

協力委員会がある。双方のトップや

役員クラスが参加して年２回会議を

開くほか、毎月、事業部の責任者や

担当者が分科会を開き、時には毎週

のように電話会議で技術やノウハウ

出典：NTTドコモへのインタビューにより、編集部が作成

●=TTSL側　

●=ドコモ側の日本人出向者

NTTドコモ　国際事業部長

紀伊 肇氏

（＊）TTSLおよびTata Teleservices（Maharashtra）Limitedの合算値

当初は、シニアレベル、現場レベルでそれぞれ助言・提言していた。しかし、
シニアポジションの出向者の職務定義が明確でなく、助言・提言が効果を発
揮せず、下に降りていかない。現場レベルでの助言・提言は、インドのヒエ
ラルキーの強い組織においては、上に吸い上げられることがなかった。

提携当初

助言・提言

現場レベル

×

×

×

助言・提言

シニアレベル

日本人の現場レベルの人材をミドルマネジメントポジシ
ョンに再配置。それによって、上下間の情報の流通が起
こり、ドコモ側の助言・提言が反映されやすくなった。

現在

助言・提言

現場レベル

シニアレベル

ミドルマネジメント
ポジションに再配置
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新興市場・インドで見た　本社が握ること、現法が任されること

インドの現場から

私はこれまで、米国やヨーロッ

パの通信市場に携わってきました

が、ドコモをはじめとする日本の

携帯電話事業者は、“百科事典”

といえるほど、世界のどの企業に

もひけを取らない技術、サービス

のラインナップを持っています。

TTSLはインド市場に多くの顧客

を抱え、明確なビジョンとそれに

基づく戦略、人材マネジメントに

長けた会社ではありますが、ドコ

モの出資によって、その百科事典

的な技術、サービスにアクセスす

ることで、より大きく成長する可

能性があります。

しかし、実際に日本で培われた

技術、サービスを現地化するのは

とても難しいことです。例を挙げ

れば、日本人が支払う携帯電話料

金は、数千円から人によっては数

万円まで。しかし、インド人は数

百円程度。しかも、日本のように

ポストペイドではなく、プリペイ

ドが一般的です。ですから、私た

ちはまず、TTSL側の話に耳を傾

けなければなりません。そのうえ

で、百科事典のなかからどんな技

術、サービスを提供することが適

切なのか、判断することが求めら

れます。

私たち出向者は、いわばドコモ

の“出口”ですが、今はTTSL側

に立とうとしています。インド人

とは文化や習慣が異なり、ミスコ

ミュニケーションも少なくありま

せん。そうしたなかでも、相互に

信頼関係を築かなければ、ニーズ

と技術、サービスが一致すること

はありません。信頼関係を築くた

めにも、口であれこれ言うだけで

はなく、明確に貢献を示そうと努

めています。

そ ん な 私 た ち か ら 見 る と 、

TTSLはもちろん、海の向こうに

いるドコモも“戦友”です。イン

ド市場という戦場でいかに収益を

あげていくか、みんなが一緒に戦

っているイメージです。そうした

連携と連帯感を作り出すことが、

提携で成果をあげていく第一歩だ

と思います。

現地の言葉に耳を傾け、ドコモが持つ
“百科事典”から適切な技術、サービスを提供

TATA TELESERVICES LIMITED
チーフ・ストラテジー・オフィサー

大野弘司氏

を提供、共有する場を設けている。

「出向者は現地で実際に技術やノウ

ハウが円滑に伝授され、効果をあげ

ているかを確認する業務も担います。

そのうえでTTSL側からも意見をも

らい、反映させることもあります」

（紀伊氏）

CSO、CWO以外は、社内公募で

手を挙げた意欲的かつ優秀な人材で

ある。それにもかかわらず、最初は

BTCCで話し合われたことがTTSL

の現場でうまく反映されない、とい

う問題が起こった。それには、２つ

の理由があった（イメージは左下図）。

１つは、CSOなどシニアレベルの

ポジションの職務定義が不明瞭だっ

た点があった。「インドでは職務定

義に基づく指揮命令が大きな意味を

持ちます。そこで、まずはTTSL側

の上層部への助言・提言が効果を発

揮するように、職務定義の明確化を

図りました。インドはまた、ヒエラ

ルキーを重んじる社会でもあるので、

上から下への情報伝達が円滑になり、

効果がありましたね」（紀伊氏）

２つ目の理由は、現場レベルのポ

ジショニングである。ヒエラルキー

型の組織では、現場で起こっている

ことが上層部に伝わりにくい。その

ため、出向者を各事業部のキーパー

ソンと直接話ができるミドルマネジ

メントのポジションに昇格させた。

「現地のことは、現地にしかわかり

ません。現場での情報が上層部に上

がり、その情報をもとに正しい指示

が現場におりることが重要です。ま

たこの上下間のやりとりにより、ド

コモがどの技術やサービスを提供す

べきかわかってくる。そのサイクル

が回り始めたところです」（紀伊氏）
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先端IT企業の人材、採用、育成

タタ コンサルタンシー サービシズ（以下、TCS）は、

1968年、インド最初のソフトウェアサービス会社と

して誕生した。当初の業容は、タタグループ向けのマ

ネジメントコンサルティング、ITサポートが中心だっ

たが、現在では、世界45カ国に展開し、22万人を擁

するグローバル企業に成長した。

同社の強みは、「インドで開発された最先端技術を

背景とした質の高いソリューションを、オフショア開

発によって世界中の企業に迅速に提供できること」と、

執行役副社長兼グローバル人事責任者のアジョイ・ム

カージー氏は話す。そして、それを実現するのに欠か

せないのが、質の高い人材である。

2010年の第3四半期から2011年の第2四半期まで

の1年間で、世界で採用した社員は7万人。そしてそ

の人材は、インドを代表する大学の1つ、IIT（インド

工科大学、工学系の15の国立高等機関の総称）の卒

業生の10％が入社するといわれるなど、非常にレベ

ルが高い。また、エンジニアの離職率は12％程度と、

「業界平均を下回る」（ムカージー氏）ことも注目に値

する。なぜ、このような採用とリテンションが可能な

のだろうか。

“倫理感”への共感が1つの採用基準

採用は新卒が6割、中途が4割程度だ。新卒の場合、

そのメインはキャンパス・リクルーティングである。

TCSは、全インドの教育レベルをあげる、という目

的で、大学の研究プログラムに資金支援をしたり、数

十人の役員が大学と常に情報交換するなど、大学との

パイプが太い。

採用ステップの最初は、学業成績の評価だ。たとえ

ば、I ITの入学試験の倍率は50倍以上と、超難関だ。

さらにインドの学生は入学を目的とせず、将来の職業

選択を見据え、大学時代に必死に学ぶ。優秀な学生が

集まる大学のなかで、さらに学業に真摯に取り組み、

優秀な成績を収める人材を選ぶのである。

その後、Web上での適性テストに合格した人材を

面接する。ここで問うことに、TCSの特徴がある。

「1つは、当社が大事にする経営理念に共感できるか

どうかです」（ムカージー氏）

同社には、社員全員が順守すべき行動基準がある。

その根底に流れるのは、創業以来強く意識されている

“倫理感”だ。政府権力者に対する賄賂や闇市場に関

わるなど、ともすると途上国でありがちな不正には、

一切手を出さなかった。そして、工場を建てるときに

は、周辺に木々を植えて工場からの廃熱を植物や木陰

で緩和する配慮も怠らない。また、病院や寺院を建設

するなど、地域住民の生活の向上にも寄与している。

この“倫理感”を守ることが、タタグループの一員で

あることの大前提になる。

話は少し逸れるが、今やインドを代表する企業グル

ープであるタタの源流は、ゾロアスター教を生んだ中

東だ。“客人として、インドに入ってきた”という意

一時的に席を置く“Job”ではなく、
成長を前提とした“キャリア”を提示

執行役副社長　
兼　グローバル人事責任者

アジョイ・
ムカージー氏

タタ コンサルタンシー サービシズ（TCS）
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2011年11月現在、全世界の社員の93．3％はインド人だ。
外国人社員の国籍は103にのぼり、イギリス人、米国人、中
国人、メキシコ人などが比較的多い。最近では各国のニーズ
に応えるため、現地人材の採用を増やす傾向にある。

インド南部・チェンナイにあるTCSのテク
ノパーク。環境に配慮し、太陽光発電システ
ムや水のリサイクルシステムを導入。広大な
敷地があるにもかかわらず、駐車場はすべて
地下。地上の敷地は緑化にこだわっている。
働く社員にも優しいオフィスを意識して、広
いカフェテリアや図書館、トレーニングルー
ムを備えている。

識があるからこそ、インドの利益を害してはいけない

し、インドに利益をもたらさなければならないと考え

る、というわけだ。現地化を目指す企業が、この姿勢

に学ぶべきところは大きいのではないか。

狭い領域の専門人材を育てない

さて、もう1つ面接で強く問うのは、「IT業界で何を

やりたいのか」だけでなく、「TCSで何をやりたいの

か、どんなキャリアを歩んでいきたいのか」だ。

「TCSを、“Job”のための場、つまり、一時期席を

置いて仕事をするだけ、あるいはキャリアのワンステ

ップだと思ってほしくありません。TCSで学び、キ

ャリアを重ね、全人的に成長する場だととらえてほし

いと考えています」（ムカージー氏）

TCSが優秀な人材を惹きつける要因は、この“人

材観”にあるのではないか。

「ITコンサルティングやソフト開発には専門知識、技

術が求められますが、狭い領域にとどまらず、より幅

広い視界を持つ、リーダーになり得るような人材の育

成を目指しています」（ムカージー氏）

これは、単にリーダーを育成していく、という話で

はない。同社では基本的に、入社直後、大学で学んだ

専門領域とは異なる領域に配属する。その人材のバッ

クグラウンドにある技術が陳腐化したとしても、新し

いキャリアを描けるようにする、つまり、TCSで長

く力を発揮してもらうための配慮でもある。

「多様な経験を積むこと、新しいキャリアが開拓でき

ることが、社員のエンゲージメントにも確実につなが

っています。1年半から2年に一度、異なるポスト、

プロジェクトにローテーションしますし、それには海

外での仕事も含まれます」（ムカージー氏）

インドでは、優秀な人材であればあるほど、よりよ

い報酬、より高いポストを求めて転職してしまう。こ

んな話を取材を通じ、何度も耳にした。しかし、日系

企業のインド人社員の話にもあったように、彼らも雇

用の安定や、1つの企業でのキャリアパスを求めてい

ないわけでは決してない。その企業が自らの成長にと

って魅力的かどうか。成長の道筋が明確に見えている

かどうか。そこにかかっているようだ。
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今回、取材した企業のスタンスは、

基本的には徹底した“現地化”だっ

た。本社にお伺いを立てる、本社側

の価値観を押し付けられて困る、と

いった言葉は聞くことがなかった。

インドというコンテクストの異なる

社会で事業の成功を目指し、どう顧

客や働く人の期待に応えるのか、そ

のためにどう現地化を進めていくの

か。それが、各企業のテーマになっ

ていることは間違いない。

インドにおける戦略は、それぞれ

異なる。輸出向け、国内市場向けの

生産拠点としての役割を強化する日

精エー・エス・ビー機械、タカタ、

ぺんてる。これらの企業は、日本で

培った品質、そしてそれを担保する

モノづくりのスタンスを現地で実践

まずは徹底した現地化。
現地のコンテクストに
合わせて、現地の
組織を作っていく

1

現地化の先に見える
グローバルな組織とは
グローバル展開において、現地化はどう進めるべきか。本社には何を残すのか。

企業の事例を通じ、戦略的人材マネジメント研究の第一人者、

一橋大学大学院・守島基博教授にアドバイスをいただきながら、その問いの解を探っていく。

しようとしていた。だからといって

日本のやり方を押し付けたわけでは

ない。優秀な女性を集め、モチベー

ションを高める施策に力を注ぐタカ

タ、現場に社長自らが足を踏み入れ、

彼らの生活や考え方を理解して現地

人材に納得のいくように説明を続け

た日精エー・エス・ビー機械など、

社会のコンテクストへの深い理解の

もと、生産の現地化を進めていった。

また、商品の現地化によって国内

への販売に力を注ぐ東芝、ぺんてる

では、マーケティングやデザインを

担う組織の現地化を進め、現地人材

の力を借りて販売網の構築を急ぐ。

東洋エンジニアリング、双日は、

単体で自律的にビジネスを行う拠点

として、独自性の高い現地人材のた

めの組織づくりが既に始まっていた。

「企業が決めなければならないこと

は、“何のために、何を現地化する

のか”ということです。商品の現地

化なのか、組織や人の現地化なのか。

そこから現地化を始め、そのうえで

最終的にその地で何をしたいのかを

見据え、現地化のプロセス設計をし

ていくことが重要です」と、守島氏

は指摘する。

いつかは現地トップを現地人にし

なければならない、開発拠点を現地

に置かなければならない、というよ

うな、現地化のための現地化は、あ

る意味ナンセンスである。ぺんてる

は当初、生産拠点としての役割が大

きく、現地人材のレベルに合わせた

生産や検品システムの構築を進めて

いった。そこには現地人材を指導し、

日本のやり方にとらわれないアイデ

アを出せるような、優秀なミドルマ

ネジメントの存在が欠かせなかった。

その人材を現地人化する必要はある

のか、といえば、それは状況次第だ。

日本のやり方を知る日本人が担うの

か。現地のコンテクストを深く理解

している現地人材が日本のやり方を

覚えて担うのか。どちらもありうる。

一方、販売拠点としての組織は、

「日本化しない」とマネージング・

ディレクターの恩田氏は言い切った。

現地人のニーズを知るためには、現

地人に任せたほうがいいという考え

方のもと、現地人材の声に耳を傾け、

商品開発、販売網の構築を進めてい

るのである。
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現地化の先に見えるグローバルな組織とは
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では、本社には何を残すのか。何

を握っておくのか。基本的には“ゆ

ずってはならないこと”であろう。

　タカタの場合、それは “交通事故

で亡くなる人をなくす”という社是

だ。安全部品の会社として、人の命

を守るためのクオリティが、グロー

バルな標準として存在する。

東洋エンジニアリングのように、

エンジニア人材の評価や育成の基本

方針を本社が統括するケースもある。

これは、現地法人が自律的に、グロ

ーバル基準の品質を担保しながらイ

ンド国内のプロジェクトを進めるた

めのバックグラウンドである。

現地化の進め方と同様に、本社に

残すべきことも、結局はグローバル

で目指す最終的な姿に準ずる、とい

うことだ。世界に日本で培った最高

の品質の商品を出していきたい。自

社の技術を使って、ローカルのニー

ズに応えたい。この２つの戦略のど

ちらを取るかによって、本社が握る

ことは、大きく変わってくる。

ここで注意すべきは、「それを本

社だけで決めていいのか、というと

そうではない」（守島氏）ことだ。

「企業の多くは、その会社が持つ価

値観、日本市場で培ってきた品質を

ことさら大切にしようとします。し

かし、それをお客さまが喜んでくれ

なければ意味がありません。日本の

なかで価値のあるものが、他国に行

ったときにも価値になるのか、本当

に価値として認められるものは何か

を検証しなければならないのだと思

います」（守島氏）

ぺんてるは、品質に関して高い自

信を持つ。米国のジョンソン大統領

やイギリスのエリザベス女王に質の

高さを評価され、世界にその名を知

らしめた歴史がある。しかし国が変

わって新興国では、品質以上に価格

が重要な市場があるのも事実だ。ぺ

んてるのインド法人は、日本クオリ

本社が握るべきは、
ゆずれないこと。
ただし、本社だけで
決めてはならない

2

日本で培ってきたその会社の文
化や機能が海外に移動したとき
に生まれるギャップを現地化し
ていく。それが基本的な考え方
になる。社会のコンテクストが
まったく異なる新興国では、現
地化のボリュームがより大きく
なると考えられる。

出典：編集部作成

日本の事業も含めた、
ローカルへの最適化を図る

●現地法人の役割
●現地法人に
委譲されること

●本社の役割

共通化したほうが効率的なこと、本社がコントロー
ルしたいことがここに入るが、本社が一方的に決め
るのではなく、現地法人との擦り合わせが必要。

本社と共通化されている部分
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ティと現地のニーズの間で、本社と

の擦り合わせを続けている。

「本社が大切にすべきことを独自に

意思決定しないほうがいい。現地法

人も巻き込んでいかなければ、見誤

る可能性は高いでしょう」（守島氏）

本社が握るべきこと、現地化すべ

きことを議論するときに、大切な視

点を前出の安西氏が教示してくれた。

「２つの視点からではなく、常に３

点以上の視点から見ることが重要」

だというのである。

たとえば、日本とインド。この関

係性のなかだけでは、日本本社が大

切にしていることが、本質的に重要

なことかどうか見えてこない。この

価値観は大事、と本社が言っても、

インドは大切ではないと言う。そこ

で、米国やフランス、中国の意見も

聞いてみる。すると、完全ではない

ものの、グローバルな“標準”が見

えてくる、というわけだ。

しかし、守島氏は「その結果、時

には国やエリアによって、本社が握

るべきことが変わるのも仕方がな

い」とも指摘する。本社の柔軟さ。

どこまでイレギュラーを認めるか。

ここに成功の１つのカギがある。

現地への権限委譲を進めるうえで

欠かせないのは、「本社と現地法人

の結節点となる“ミドルに立つコネ

クター人材”の存在」だと守島氏は

言う。本社が現地で起こっているこ

とを知り、本社が大切にしているこ

とをきちんと伝える役割だ。現地の

自律性を残しつつ、かつ適度にコン

トロールするには欠かせない。

このコネクターは、日本人でもい

いし、外国人でもいい。大切なこと

は、現地の側に立って本社にモノを

言いながらも、本社の意向をくみ取

り、それを現場に落とすことができ

る人材であることだ。

日本人でいえば、東洋エンジニア

リングの高橋氏。ぺんてるの恩田氏。

　現地人材でいえば、東芝のシヴァ

クマール氏、日精エー・エス・ビー

機械のジャグヤシ氏。彼らがいわば、

コネクターとして機能していること

は間違いない。日本人の高橋氏、恩

田氏は、「日本のやり方を押し付け

てもうまくいかない」ということを

経験的に理解している。シヴァクマ

ール氏、ジャグヤシ氏には、彼らへ

の権限委譲を進め、日本人を通さな

くても本社とコミュニケーションが

取れる環境がある。これらが、コネ

クターになりうる条件ではないか。

グローバル人材を作るには、まず

ローカル人材の育成が必要ではない

か。東洋エンジニアリングの場合、

「まずは現地法人の人材が育ち、そ

こで事業を大きくしていってくれる

ことが重要」だと考えている。“グ

ローバル人材”などと分けず、まず

は、現地で現地の戦略を実行し、成

果を出せる優秀な現地人材を育てる

ことに集中しているのである。

「その人材の経験やスキルが、グロ

ーバルに必要となったとき、グロー

バルでの活用を考える。グローバル

レベルの人材交流は頻繁に行われて

いますが、給与や評価システムを変

えなければならないケースは、発生

していません。稀に変更する場合に

は、個別に対応しています」（東洋

エンジニアリング・佐藤氏）

この方法に、守島氏も賛同する。

「多くの企業にとっては、グローバ

ルビジネスの構築の前に、その国に

フィットした商品を作り、売るとい

うことのほうが優先事項なはずです。

だとすれば、その地で長く、頑張っ

てくれる人をたくさん作ることが最

良の選択です。その先のことは、タ

カタのように、グローバルにシステ

ムを作る必然性が生まれるころに考

えれば十分だと思います」

一方で、「“できるだけ長く頑張っ

てくれる”ということの、時間的な

とらえ方も見誤ってはならない」と

守島氏は強調する。

「これは、多くの企業の話を聞いた

実感ですが、グローバル展開がうま

い企業の多くは、欧米企業のような

短期でもない、従来の日本企業のよ

うな長期でもない人材育成の仕組み

を持っています」（守島氏）

日本では、管理職を15年かけて育

てる、という企業も多い。そのスピ

本社と現地をつなぐ
結節点、
コネクター人材が必要

3
現地で活躍する、
現地の事業を
成長に導くための
人材の育成が重要

4
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ード感は、変化がめまぐるしい新興

国において、あまり合理的ではない。

「15年後に自分が、国がどうなって

いるかわからないのだから、15年後

には課長になれる、と約束したとこ

ろで、魅力を感じる人材は少ないで

しょう。日本企業は、“ラダー（は

しご）”でモノを考えがちです。５

年現場を経験させて、その後リーダ

ーを３年……とやっていると、課長

になるまで15年かかります。５年後

にどういう人材に育ってほしいか。

そのためのキャリアパスはどうする

のか。未来から現在を見て育成の仕

組みを考えることが、海外人材の採

用やリテンションには欠かせないの

です」（守島氏）

一方で、転職が一般的なインドに

あっても、本質的には１、２年で会

社を変わりたい、と思っている人材

はそう多くない。今回取材した多く

の現地人材が雇用の安全や、キャリ

アパスの提示による成長の可能性を

評価している点も見逃せない。

現地法人と本社の関係を礎に、グ

ローバル組織はどうあるべきかを考

えた。私たちが至った１つの結論が

下の図のモデルである。

一般的には、本社はローカル組織

の上にある。つまり、そこにはある

種のヒエラルキーが見える。そうで

はなく、あくまで本社はローカルを

束ね、支える支援組織、と考えた。

「本社は一種のガバナンス機能を担

う組織です。財務、人事、法務、経

営企画など、本部機能をすべて統括

する、という考え方もあります。し

かし、実際には経理も法律も戦略も、

ローカルルールに最適化していかざ

るを得ません。だとすれば、人に対

する考え方はこう、環境問題をこう

とらえる、というような、事業活動

すべてを貫く思想を本社が握ること

が大切だと思います」（守島氏）

こうした視点に立ったとき、従来

の “日本本社”は、“本社”と“日

本支社”に分割されていいのではな

いか。当たり前のことだが、日本で

育った企業は、日本ローカルにカス

タマイズされた採用、育成、組織形

態を持っている。それを海外法人に

適用しようとしたり、グローバル人

材の評価、育成の仕組みを日本のや

り方を基盤に作ろうとするから、無

理が生じるのではないか。

いったん、日本の仕組みは本社か

日本の事業も含めた、ローカルへの最適化を図る

徹底した現地化の先に
グローバル化が
見えてくる

5

出典：編集部作成

他国のローカルは、その国の社会のコ
ンテクストに合わせて基本的には現地
化する。その最適化された仕組みのな
かで、人が育ち、事業が育つ。

他国の現地法人も、
採用、育成、評価など独自の
人事システムを持つ

本社

中国
ローカル

インド
ローカル

フランス
ローカル

米国
ローカル

ブラジル
ローカル

日本
ローカル

日本もローカルの1つと考え、日本の
社会、顧客に対して最適化されている
か見直すべき。たとえば新卒の採用シ
ステムも、その特異性から変える、と
いう選択肢がある一方で、それが日本
社会のコンテクストに最適なのであれ
ば、“日本ローカル”として残す、と
いう選択肢もありえる。

日本の事業の位置付けは
“ローカル拠点”の1つに

本社はローカルの支援機能。本社が握
るべきことは、戦略や海外拠点それぞ
れの社会が持つコンテクストによって
異なるが、基本的には全体を貫く思想
だけで十分な場合が多い。

本社はローカルの事業と
人の成長を支援していく



ら切り離す。それによって、“日本

ローカル”のしがらみから離れ、そ

れぞれのローカルにとって合理的な

現地化が進む。そこで人が育ち、そ

れぞれの拠点が成長する。“グロー

バルはローカルの集まりである”。

この考え方から始めれば、ローカル

の成長によって、その会社はグロー

バル企業としても成長するのである。

これは、今ある日本の仕組みが果

たして日本ローカルに最適か、時代

の変化についていけず、制度疲労を

起こしていないか、あらためて見直

すことにもつながる。

そして、本社とローカルを切り離

すと、最終的には本社はどこに置い

てもいいという議論に発展する。

「その会社を貫く方針が明確であれ

ば、本社は東京でも、上海でも構わ

ない。日本企業、米国企業というよ

うな、国の名前は消しゴムで消され

て、その会社のアイデンティティが

際立っている。それが本当のグロー

バル企業の姿だと思います。本社の

場所は、土地が安い、必要な人材が

採用しやすい、といった合理性をも

とに選ぶべきでしょう」（守島氏）

現地で、現地のビジネスを最大化

する人材を育てる。そして、結果的

にグローバル企業として大きくなる。

まずはこの仕組みを構築することが

重要だと述べてきた。とはいえ、ど

こかの段階でグローバルリーダーと

して機能する人材を育て、配置しな

ければならない。既述のように、人

数が多くないうちは、個別対応で十

分だ。それでも本社の人事は、優秀

な人材がどこにいるのか、丁寧に把

握することが重要になる。

「単にどこの現地法人のどんなポジ

ションに何人いる、という定量的な

情報では不十分。基本的には個別管

理です。一人ひとりのフォルダを作

って、どんなキャリアを歩んでどん

な経験を積んだ人材かを把握してお

くべきでしょう」（守島氏）

方法はさまざまだ。東洋エンジニ

アリングのように、人材交流によっ

て把握したり、現地から情報を吸い

上げデータベース化するという方法

もあれば、日精エー・エス・ビー機

械のように、日本のトップが現地法

人を回り、現地人材と対話する機会

を設ける、という方法もある。

「また、人事が海外に出向くことも

重要です。それによって、現地のコ

ンテクストも理解できます。もちろ

ん、人事だけでは把握できる情報に

限りがあります。出張ベースで行く

社員が人材に関する情報をインプッ

トできるようなインフラを、人事が

作ることも大切ですね」（守島氏）

グローバル化を見据え
豊かな人材情報を
吸い上げる仕組みを
構築する

6

ローカルではローカルで育て
た人材の情報を常に蓄積し、
それを本社と共有する。優秀
な人材情報が本社に蓄積され、
グローバルで人材を活用する
基盤となる。

出典：編集部作成

ローカル

●ローカルに出向く
●人事キーマンから情報を収集する
●ローカルに研修に出向く　など

本社が情報を取りにいく

●研修に人を出す
●本社プロジェクトに人材を出す
●個人の評価の定性データを出す　など

ローカルに情報を出してもらう

本社

ローカルで育成した
優秀な人材情報の蓄積

世界で活躍できる
人材情報の蓄積 

あらゆる方法で、人材情報を把握
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目まぐるしく成長する新興市場で、欧米、中

国・韓国企業が先行し、日本企業は後塵を拝し

ている。インドの街には欧米、韓国企業の看板

が圧倒的に多く、欧米のブランドショップが軒

を連ね、LG、サムスン、フィリップスのテレ

ビCMが間断なく流れる。海外勢は市場を“取

ったもの勝ち”とばかりに参入スピードに重点

を置き、展開している。新興市場における出遅

れを取り戻すこと。これは今、この瞬間に全力

で取り組むべき経営課題である。これがインド

に直接触れて感じた、率直な焦りである。

出遅れをどう解消するのか。結局は意思決定

のスピードアップに尽きる。

それにはまず、トップの現地へのコミットメ

ントが欠かせない。それによってしかるべき人

材が配置され、権限委譲が進む。すると、意思

決定のスピードが格段に速くなり、市場の目ま

ぐるしい変化に伴走していける。そして権限委

譲を進めるには、本社で守るべきことを決める

のが前提だ。そうしなければ、どこまで現地に

委ねるのか、その線引きができないからである。

同時に、本社と現地をつなぐ結節点、コネク

ター人材の存在も重要である。守るべきことと

現地で意思決定することを差配できる人材がい

れば、権限を委ねる信頼感が醸成される。適当

な人材がいない場合、日本人であれ現地人であ

れ育成しなければならない。

日精エー・エス・ビー機械の水内氏は日本本

社の社長でありながら、まずは自ら現地にコネ

クターとして乗り込んだ。守るべきは“日本品

質”。それ以外は現地に任せる。その線引きに

沿って、水内氏がイレギュラーも含めたあらゆ

る意思決定をした。究極のスピードアップの例

である。そして、同時に、権限を委ねられる現

地人材の育成にも力を注いだ。

このコネクター人材の育成期間をいかに短縮

できるか。これも大きな課題である。日本の企

業は終身雇用を前提に15年、20年かけてその

企業の価値観を持った人材に育てていくという

モデルがある。しかし、グローバルの視点では、

5年程度のスパンでキャリアパスを描き育成す

るメカニズムが要求される。つまり、大きな理

想に向けてステップを積み上げていくプロセス

ありきのラダーリング的発想ではなく、まずは

目的ありきで今すぐ何ができるのかを模索する

ということだ。長期間を前提とする育成は、グ

ローバル化の足かせになりかねない。

育成に限らず、ラダーリングの発想ではグロ

ーバル競争の出遅れを取り戻せない。東洋エン

ジニアリングの佐藤氏は現地に乗り込み、イン

ド法人の人事とともにインド企業を行脚し、イ

ンドの人事を調査して人事制度を再設計した。

人事はあらゆる機会をとらえて現地を訪問する

など、現地に立脚した人事施策を考えるべきだ。

権限委譲を進め、現地で質の高い人材を育てる

土壌を作る。その優秀な人材が自律的に働き成

果をあげれば、本社が権限委譲できる範囲がど

んどん広がる。この権限委譲と優秀人材の確保

という正のスパイラルを作り出すこと。その支

援が必要なのではないだろうか。

プロセスありきの“ラダーリング”の発想を捨て、

意志決定や育成のアップを
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